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はじめに 

 

「第２次真庭市総合計画」で掲げる「真庭ライフスタイル」を実現するためには、「まちの経営」

が健全で自立したものであることが欠かせません。公共建築物やインフラ資産（以下「公共施設等」

という。）の更新問題への取組は、持続可能な「まちの経営」の鍵とも言われており、「第２次真

庭市総合計画」の重点政策の一つとして位置づけられています。 

 

平成の大合併により誕生した真庭市では、旧９ケ町村がそれぞれ整備した数多くの公共施設等を

引き継ぎ、５万市民の大切な資産として活用してきました。一方で、近年の人口減少と少子高齢化

が進む中、これまでに整備してきた多くの公共施設等の適正な質の維持と長寿命化に向けた取組が

重要な課題の一つとなっています。 

 

このため、本市では、「真庭市行政経営大綱」、「真庭市公共施設見直し指針」などを策定する

とともに、保有する公共施設の配置、利用状況及び管理運営経費など施設の現状を取りまとめた「公

共施設白書」を策定してきました。 

 

「真庭市公共施設等総合管理計画」（以下「本計画」という。）は、上記のような、これまでに

実施してきた公共施設等に係るマネジメントをさらに一歩進め、人口や財政規模に応じた質・量と

もに適正な公共施設等の配置を行い、上質で熟成した「まち」に相応しい効率的で魅力的な施設経

営と財産活用に取り組むためのファシリティマネジメント推進体制を構築するとともに、持続可能

な地域づくりを市民の皆さまと共に実現していくために策定するものです。 

 

本計画により把握した情報を市民の皆さまと共有し、施設のあり方や有効活用について共に議論

して参ります。そして、それらの議論を通じて、次の世代に負担を残さないための公共施設等のあ

るべき姿を示し、それを実現するために共通認識の下、庁内組織全体で計画的に取り組んで参りま

す。 
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第１章 本計画の背景と位置付け 

１ 公共施設等総合管理計画策定の背景 

全国の地方公共団体においては、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設

等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況を把

握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担

を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要となっています。 

 

このことを受けて、国（総務省）は、平成 26年 4 月、図表 1.1の指針に示す「公共施設等総合

管理計画」の策定に取り組むよう全国の地方公共団体に要請しました。 

 

図表 1.1 公共施設等総合管理計画策定の指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総務省資料を編集 

 

「公共施設等総合管理計画」に基づく老朽化対策の推進イメージは、図表1.2に示すとおりです。

すなわち、この計画は、公共施設等の管理に留まらず、国土強靭化の一旦を担い、将来のまちづく

りそのものとして機能していくものです。 

 

 

 

 

  

公共施設等総合管理計画策定指針の概要①

公共施設等総合管理計画の内容

１ 所有施設等の現状

２ 施設全体の管理に関する基本的な方針

３ 地方財政措置

全ての公共施設等を対象に、以下の項目などについて、現状や課題を客観的に把握・分析。

➢ 老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況

➢ 総人口や年代別人口についての今後の見通し

➢ 公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費やこれらの経費に充当可能な財源の見込み

➢ 計画期間

１０年以上とすることが望ましい。

➢ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策

全ての公共施設等の情報を管理・集約する部署を定めるなどして取り組むことが望ましい。

➢ 現状分析を踏まえた基本方針

現状分析を踏まえ、今後の公共施設等の管理に関する基本方針を記載。

➢ バージョンアップ

計画の進捗状況等についての評価の実施について記載。評価結果等の議会への報告や公表方法についても記載す

ることが望ましい。なお、今後は、管理を行うに際し基礎となる情報として、固定資産台帳等を利用していくことが望ましい。

➢ 計画策定に要する経費について、平成２６年度からの３年間にわたり特別交付税措置（措置率１／２）

➢ 計画に基づく公共施設等の除却について、地方債の特例措置を創設（地方財政法改正）

特例期間平成２６年度以降当分の間、地方債の充当率７５％（資金手当）

地方債計画計上額３００億円（一般単独事業（一般）の内数）
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図表 1.2 公共施設等総合管理計画に基づく老朽化対策の推進イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総務省資料を編集 

 

なお、この「公共施設等総合管理計画」は、平成 25 年 11 月 29 日に決定された「インフラ長

寿命化基本計画」における地方公共団体においてインフラ長寿命化計画（行動計画）に該当します

（図表 1.3 参照）。 

 

図表 1.3 インフラ長寿命化計画における公共施設等総合管理計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総務省資料を編集 

公共施設等総合管理計画策定指針の概要②

公共施設等総合管理計画に基づく老朽化対策の推進イメージ

公共施設等の管理

まちづくり 国土強靭化

○ 長期的視点に立った老朽化対策の推進

○ 適切な維持管理・修繕の実施

○ トータルコストの縮減・平準化

○ 計画の不断の見直し・充実

○ 計画的な点検・診断

○ 修繕・更新の履歴の集積・蓄積

○ 公共施設等の安全性の確保

○ 耐震化の推進

○ PPP/PFIの活用

○ 将来のまちづくりを見据えた検討

○ 議会・住民との情報及び現状認識の共有

インフラ長寿命化計画の体系
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２ 本計画の位置付け 

真庭市では、これまでに「真庭市行政経営大綱（平成 27年 3月）」、「真庭市公共施設見直し

指針（平成 21 年 9 月）」などを順次策定し、行財政改革に積極的に取り組んできました。また、

本市が保有する公共施設の配置や利用の状況、管理運営経費など、施設の現状を取りまとめた「公

共施設白書（平成 26年7 月）」を策定しました。 

 

本計画は、国の要請を受け、上記のような、これまでに本市が取り組んできた様々な公共施設等

のマネジメントを踏襲するとともに、今後策定していく実施計画を通じて確実に成果を上げていく

こと、すなわち持続可能な地域づくりを市民と共に実現していくことを目標としています。 

 

本計画の計画期間は、平成 29年度（2017 年度）から令和３8 年度（2056 年度）までの 40

年間と定めました（図表 3.1 参照）。次年度より、本計画を上位計画とする実施計画の第１期計画

（平成 29年度～令和 8年度）がスタートします。実施計画では、別途定めたロードマップ（図表

3.8 参照）に従い、優先順位に従って各施策を実施展開するとともに、「第２次真庭市総合計画」

など関連計画と連携して、延床面積の縮減を始めとする目標の達成に向けて、マネジメントに取り

組みます。 

 

 

  



 

 

第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

 

4 

 

 

第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

１ 公共施設等の状況 

（１）対象施設 

本計画は、庁舎や学校施設といった公共建築物 579 施設と、道路、橋りょう、上水道、下水道

などのインフラ資産を対象としています。 

 

図表 2.1 対象施設等 

 

 

※医療施設は、公営企業（湯原温泉病院）のため更新費用シミュレーションの対象外としています。 

用途大分類 用途中分類 機能分類

適正配置方針、実施計画の対象範囲シミュレーションの対象範囲

本計画の対象範囲

個別に長寿命化計画等を策定する

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設

産業系施設 産業系施設

学校

その他教育施設

子育て支援施設 幼稚園・保育園・こども園

その他社会福祉施設

保健・福祉施設 高齢福祉施設

保健施設

幼児・児童施設

学校教育系施設

博物館等

集会施設市民文化系施設

文化施設

社会教育系施設 図書館

消防施設

その他行政系施設

公営住宅 公営住宅

行政系施設 庁舎等

供給処理施設 供給処理施設

下水道及び農業集落排水

医療施設 医療施設

橋りょう

上水道及び簡易水道

その他 その他

インフラ施設 道路

公民館、コミュニティセンターなど

市民センター

図書館

歴史民俗資料館、博物館

体育館、サッカー場、プールなど

宿泊場、スキー場、温泉など

特産品加工場、堆肥センターなど

小学校、中学校

教職員住宅、給食センターなど

幼稚園・保育園・こども園

幼児・児童施設

老人福祉センターなど

保健福祉センターなど

人権・福祉センターなど

市役所、振興局、支所

消防本部、消防署など

倉庫など

市営住宅

ゴミ処理施設、し尿処理施設など

駅舎、車庫など
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図表 2.2 公共建築物の用途別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市資料：平成 27 年度（2015 年度）末時点：ただし、落合総合センター、天の川こども園は反映し

ています。また、平成 28 年度（2016 年度）に廃止予定の施設についても、一部対象外としていま

す。 

※複合施設は、主となる施設へのみ計上しているため、実際の施設数・面積と合わない場合があります。 

※公共施設等の現況分析は、公営企業会計（予定を含む）分を除く。 

○公営企業会計（農業共済事業特別会計、水道事業会計、国民健康保健湯原温泉病院事業会計） 

○同上予定分（簡易水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、公共下水道事業特別会計） 

 

  

大分類 中分類 施設数 延床面積（㎡）

市民文化系施設 集会施設 42 12,693

文化施設 5 15,887

社会教育系施設 図書館 2 941

博物館等 9 2,981

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 28 32,611

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 88 29,321

産業系施設 産業系施設 38 7,921

学校教育系施設 学校 30 115,145

その他教育施設 6 2,635

子育て支援施設 幼稚園・保育園・こども園 28 17,243

幼児・児童施設 2 758

保健・福祉施設 高齢福祉施設 13 3,987

保健施設 6 6,554

その他社会福祉施設 2 534

行政系施設 庁舎等 8 29,387

消防施設 150 10,664

その他行政系施設 21 5,946

公営住宅 公営住宅 51 38,041

供給処理施設 供給処理施設 6 10,633

その他 その他 44 4,080

579 347,962合計
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（２）公共建築物の現況と課題 

本市が保有する公共建築物の総延床面積は、347,962 ㎡で、市民一人当たり（46,124人：平

成 27 年 10 月国勢調査結果より）延床面積は 7.54 ㎡、全国平均※の 3.22 ㎡との比較では約 2.3

倍となっています。一方、これを同規模自治体（人口 3 万人以上 5 万人未満）の平均 4.83 ㎡と

比べると約 1.6 倍となっています。 

 

※「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果（平成 24 年 3 月総務

省自治財政局財務調査課）」資料 2「全国平均値及び人口区分別平均値」 

 

ア 延床面積 

延床面積の内訳（中分類）では、学校施設が約 33%を占め、これに公営住宅の約 11%、スポー

ツ施設の約 9%などが続いており、施設総量の適正化や統廃合等の対策を考える場合の優先候補

であることが伺えます（図表 2.3 参照）。 

 

図表 2.3 保有する公共建築物の分類別状況：平成 27 年度（2015 年度）末現在 

■延床面積：347,962 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共建築物（中分類）

学校

公営住宅

ｽﾎﾟｰﾂ施設

庁舎等

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設

幼稚園・保育園・こども園

文化施設

集会施設

消防施設

供給処理施設

産業系施設

保健施設

その他行政系施設

高齢福祉施設

博物館等

その他教育施設

図書館

幼児・児童施設

その他社会福祉施設

その他

30施設

51施設

28施設

8施設

88施設

28施設

5施設

42施設

150施設

6施設

38施設

6施設

21施設

13施設

9施設

6施設

2施設

2施設

2施設

44施設

18.4%

17.9%

5.7%

2.8%

16.1%

0.2%

0.6%

3.8%

12.5%

1.2%

3.3%

0.7%

2.5%

1.8%

1.5%

1.2%

0.2%

4.6%

0.2%

4.9%

0施設100施設200施設

【用途別施設数と構成比】

115,145㎡

38,041㎡

32,611㎡

29,387㎡

29,321㎡

17,243㎡

15,887㎡

12,693㎡

10,664㎡

10,633㎡

7,921㎡

6,554㎡

5,946㎡

3,987㎡

2,981㎡

2,635㎡

941㎡

758㎡

534㎡

4,080㎡

33.1%

10.9%

9.4%

8.4%

8.4%

5.0%

4.6%

3.6%

3.1%

3.1%

2.3%

1.9%

1.7%

1.1%

0.9%

0.8%

0.3%

0.2%

0.2%

1.2%

0㎡ 50,000㎡ 100,000㎡ 150,000㎡

【用途別延床面積と構成比】
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イ 公共建築物の築年別整備状況 

公共建築物の築年別整備状況では、昭和 40 年（1965 年）頃から建築量の増加が始まり、昭

和 47 年（1972 年）～昭和 60 年（1985 年）にかけて最初の整備の集中が見られます。これ

らは現在、概ね築 40 年を迎えることになり、老朽化対策の必要な建物が多数存在することが見て

とれます（図表 2.4 参照）。 

 

その後、平成元年（1989 年）～平成 11 年（1999 年）、平成 14 年（2002 年）～平成 27

年（2015 年）にもピークが見られます。これらについても、本計画の計画期間中（令和 38 年

（2056 年）まで）には確実に更新時期を迎えることになります。 

 

図表 2.4 保有する建物の築年別整備状況：平成 27 年度（2015 年度）末現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公共建築物の総床面積：347,962 ㎡ 

※総人口：46,124 人（平成 27 年 10 月国勢調査結果） 

※市民一人当たりの床面積：7.54 ㎡／人 

※同規模自治体（人口 3 万人以上 5 万人未満）の市民一人当たりの床面積：4.83 ㎡／人  
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ウ 公共建築物の耐震化の状況 

公共建築物の耐震化の状況では、建築基準法の耐震基準が昭和 56 年（1981 年）に改正され

ましたが、この新基準に該当する建物は全体の約 73%です。旧耐震基準の建物は、約 27%を占

めますが、これらは、優先順位に応じて順次耐震改修を進めています（図表 2.5 参照）。 

 

図表 2.5 保有する建物の耐震基準の状況：平成 27 年度（2015 年度）末現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※旧耐震基準の建物は便宜上、未実施として表示しています。 
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（３）インフラ資産の現況と課題 

ア 道路の整備状況 

インフラ資産のうち道路の整備状況は、平成 27 年度（2015 年度）末時点で、1 級市道が

167,986ｍ、2 級市道が 183,164ｍ、その他の市道が 838,463ｍとなっています。これらの

市道については、引き続き優先順位を定めて、新設改良、狭小箇所拡幅、側溝整備、路肩の整備及

び舗装の整備等を実施します。 

 

イ 橋りょうの整備状況 

橋りょうは、既に耐用年数（60 年）を過ぎたものも現れ始め、安全面を中心に万全の対応策が

求められています（図表 2.6 参照）。本市では、今後「橋梁長寿命化修繕計画」を策定し、従来の

対症療法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、計画的

な維持管理・修繕を実施する予定です。 

 

図表 2.6 橋りょう構造・年度別整備面積  市資料：平成 27 年度（2015 年度）末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 上水道及び簡易水道の整備状況 

上水道及び簡易水道は、導水管 19,686m、送水管 90,441m、配水管 782,004m が整備さ

れています。これら整備された水道管は、現在、固定資産台帳を整備中であり、今後、更新費用を

算定する予定ですが、老朽化等が進んでおり多額の更新費用が必要となります。耐用年数を勘案し

た計画的な維持管理・修繕及び更新が必要です。 

 

エ 下水道及び農業集落排水の整備状況 

下水道及び農業集落排水は、昭和 63 年（1988 年）頃から整備が始まり、その後、整備延長

は増加を続け、平成 18 年（2006 年）頃にピークを迎えました。これらの管渠は、本計画の計

画期間中（令和３8 年（2056 年）まで）には、順次耐用年数（50 年）を迎えることになります

（図表 2.7 参照）。また、整備が短期間に集中している分、更新時期が集中するため、事前の予算

措置と計画的な維持管理・修繕及び更新が必要です。 

  

耐用年数（60 年）を超える年（昭和 30 年以前） 
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図表 2.7 下水道管 年度別整備延長 市資料：平成 27 年度（2015 年度）末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）過去に行った対策の実績・保有量の推移 

公共施設の縮減状況は、平成 27 年度末時点で 347,961.71 ㎡あった総延床面積が、建物の解

体や用途廃止に努め、令和 4 年度末までに 29,128.79 ㎡（全体の 8.37%）の延床面積を縮減す

ることができました。しかし、新築や用途変更等により 19,862.28 ㎡（全体の 5.71%）の増と

なっており、令和４年度末時点の総延床面積は、338,695.20 ㎡で計画策定時から 7 年間で

9,266.51 ㎡（全体の 2.66%）の延床面積の縮減にとどまっています（図表 2.8 参照）。 

 

図表 2.8 施設保有量の推移 
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・整備延長：351,199ｍ 
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減面積 ― 334.46 4,040.54 13,692.28 3,398.99 1,910.50 2,693.82 3,058.20

増面積 ― 0 11,811.26 0 219.95 536.98 3,547.08 3,747.01

総面積 347,961.71 347,627.25 355,397.97 341,705.69 338,526.65 337,153.13 338,006.39 338,695.20
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各年度における公共施設等の延床面積の「縮減」及び「増加」となる対策（理由）及び施設名は

以下のとおりです（図表 2.9、図表 2.10 参照）。 

   

図表 2.9 延床面積の「縮減」したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.10 延床面積の「増加」したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度
「増加」対策
（理由）

新築

転用

令和元年度
（2019）

新築

新築

増築

新築

購入

新築

寄付

転用

中央図書館バイオマスボイラー棟、北房ダム発電室、北房小学校、北房こども園、北房放課後児童クラブ、真庭火葬場

施　設　名

グリーナブル展示棟・展示棟別棟、風の葉、サイクリングセンター、神庭の滝（サル監視小屋外）、
真庭中央食育センター、湯原振興局倉庫、落合方面隊４－２消防機庫

令和2年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

道の駅蒜山高原サイクリングターミナル

そばの館、落合方面隊6-6消防機庫

シェアオフィス蒜山ひととき

二川みらいづくりセンター（変更前：二川小学校）

中央図書館（変更前：勝山振興局）

遷喬小学校放課後児童クラブ、落合方面隊６－２消防機庫

蒜山ライディングパーク（トイレ）

勝山中学校（給食共同調理場）、米来幼稚園（保育室）、湯原ふれあいセンター内へ湯原振興局、
湯原保健センター内へ消防署湯原分署

平成29年度
（2017）

年度
「縮減」対策
（理由）

解体

廃止

譲渡

解体

廃止

解体

廃止

譲渡

解体

廃止

解体

廃止

譲渡

解体

廃止

解体

廃止

土居上住宅１棟

樹皮加工処理施設、北房４小学校、北房２保育園・3幼稚園
平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

クリエイト菅谷河田民家、落合うぐいすプラザ

鍋屋中住宅５棟

勝山美しい森、二川小学校、北房教員住宅

平成28年度
（2016）

施　設　名

北部火葬場の一部

勝山庁舎車庫

旧勝山図書館、美甘プール、出雲街道公衆トイレ、二川へき地保育所、旦土保育園、落合方面隊4－２消防機庫

令和３年度
（2021）

市営久世プール、自然休暇村直売所、多田西住宅2棟、東町住宅1棟、若代住宅1棟

湯原地区生活改善センター、湯原健康増進センター、湯原体育館、出雲街道トイレ（延風）、
二川福祉のむらづくり拠点施設、落合方面隊6-6消防機庫、旧川上支局庁舎車庫、防災無線室

令和４年度
（2022）

岩井谷農産加工処理施設

川東小学校の一部、真庭火葬場

湯原温泉独楽の博物館、蒜山山菜そば茶屋、勝山学校給食共同調理場、勝山庁舎・庁舎車庫

平成29年度
（2017）

令和2年度
（2020）

吉公民館、追分公園休憩所、旧北房中学校プール、旧湯原庁舎等、落合方面隊１－１ポンプ保管庫、宮田バス停留所

神庭の滝（観楓荘・管理舎）、そばの館、落合方面隊６－２消防機庫、多田西住宅４棟

蒜山図書館、北房英賀公園、消防署旧湯原分署

新建住宅
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２ 人口の見通し 

（１）人口・世帯数・児童生徒数の推移 

本市の総人口は、本計画の調査開始年次である昭和 30 年（1955 年）の 82,604 人から緩や

かながら減少局面に入り、平成 27 年 10 月現在の 46,124 人は、調査開始時点の約 56％となっ

ています。また、世帯数については、本計画の調査開始年次である昭和60年（1985年）の16,422

世帯から大きな変化は見られず、平成 27 年 10 月現在 16,084 世帯となっており、一世帯当た

り 2.87 人と核家族化が進みつつあることが伺えます。 

 

一方、児童生徒数で見ると、本計画の調査開始年次である平成 12 年（2000 年）の 5,137人

から急激な減少傾向を示し、平成 27 年（2015 年）の 3,609 人は、調査開始時点の約 70%に

なっています（図表 2.11 参照）。 

 

図表 2.11 人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：国勢調査、学校基本調査 
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46,124 人 
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5,137 人 
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世帯数 昭和 60
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（２）人口の将来展望 

本市の人口ビションによると、目指すべき将来人口のあり方のもと、出生率を上昇させ、若年層、

青年層、子育て世代の転入促進及び転出抑制に対する施策が着実に反映され、出生率と純移動率が

仮定値のとおり改善されれば、令和 22 年（2040 年）の人口は、人口減少が抑制され 34,044

人としています。これは、「第 2 次真庭市総合計画」で目指す人口フレームと整合します。また、

国立社会保障・人口問題研究所の推計と比較し、約 2,000 人の施策効果が見込まれます。 

また、令和 22 年（2040 年）の年齢 3 区分別人口比率では、生産年齢人口（15 歳～64 歳）

が、48.6％、老年人口（65 歳以上）が 39.3％、年少人口（15 歳未満）が 12.1％と推計して

おり、少子高齢化が顕著に表れています（図表 2.12 参照）。 

人口減少や少子高齢化によって施設の利用ニーズの変化や利用者数の減少が予想される中、そ

の影響などを的確に捉え、公共施設等の最適化を図っていく必要があります。 

 

図表 2.12 本市の将来人口展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：真庭市人口ビジョンを基に作成 

※総人口の平成 27 年 10 月国勢調査の公表値は 46,124 人 

 

  

第 2 次真庭市総合計画 

基本構想 目標年次 

第 2 次真庭市総合計画 

全体 目標年次 

出生率及び純移動率の改善

に 

より、約 34,000 人を達成 
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３ 財政の現状及び公共施設等に係る中期的な経費の見込み 

（１）財政の現状 

本市の財政状況は、人口減少や人口構成の変化の影響により、市税の減収と扶助費の高止まりが

予想されます。本計画の計画期間中には、今後、多くの公共施設等が改修時期または更新時期を迎

えることになります。このため、維持更新コストの増加に対して必要な財源が不足することが予想

されます。 

 

ア 歳入 

平成 27 年度（2015 年度）の歳入は約 333 億円で、このうち自主財源である市税は約 51 億

円で、その占める割合は約 15%となっています。市税は、平成 18 年度（2006 年度）以降の過

去 10 年間は、約 49 億円から約 54 億円の範囲で推移しており、目立った変化は見られません

（図表 2.13 参照）。 

 

図表 2.13 歳入決算額の推移（普通会計決算）：平成 27 年度（2015 年度）末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自主財源は、市が自主的に収入することができる財源のことで、市税、分担金及び負担金、使用料

及び手数料などがあります。一方、依存財源は、国や県の意思によって定められた額を交付される

財源のことで、国・県支出金や地方交付税などがあります。 

※総人口の平成 27 年 10 月国勢調査の公表値は 46,124 人 

 

イ 歳出 

一方、平成 27 年度（2015 年度）の歳出は、約 314 億円で、このうち義務的経費の合計は約

129 億円となり、歳出に占める割合は約 41%となっています（図表 2.14、図表 2.15 参照）。 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

歳入合計 33,198 29,991 32,714 31,774 30,673 31,189 31,957 33,998 33,723 33,313

その他特定財源 4,333 3,392 2,892 3,177 2,562 2,858 2,617 2,442 2,442 4,654

都道府県支出金 2,605 1,856 1,575 1,696 1,724 1,651 1,613 2,004 2,004 1,617

国庫支出金 1,676 1,805 4,948 2,728 2,508 2,501 2,818 2,971 2,971 2,385

地方債 4,377 2,844 2,933 3,695 2,548 2,669 3,328 4,789 4,789 4,480

その他一般財源 1,687 1,213 1,155 1,099 1,084 989 900 907 962 74

地方交付税 13,637 13,506 13,997 14,345 15,240 15,576 15,701 15,785 15,474 14,991

市税 4,884 5,374 5,215 5,033 5,007 4,944 4,980 5,099 5,081 5,113

33,198

29,991

32,714
31,774

30,673 31,189 31,957
33,998 33,723 33,313

0

5,000

10,000

15,000
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25,000
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35,000

百万円
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歳出のうち、人件費については行財政改革等の効果で減少傾向が続いていますが、社会保障関係

経費である扶助費については、今後の高齢化の状況を勘案すると、このまま増加または高い比率で

推移することが推察されます。（図表 2.14、図表 2.15、図表 2.16 参照）。 

 

図表 2.14 歳出決算額の推移（普通会計決算）：平成 27 年度（2015 年度）末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.15 歳出決算額の性質別内訳（普通会計決算）：平成 27 年度（2015 年度）末時点 

※義務的経費（人件費、扶助費、公債費の計：約 41%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費 19.0%

扶助費 10.0%

公債費 12.2%

投資的経費 17.8%

物件費 11.3%

維持補修費 1.6%

補助費等 6.2%

繰出金 13.1%

積立金等 9.0%

●平成 27 年度(2015 年度） 

・歳出合計 約 314 億円 

・うち義務的経費 約 129 億円 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

合計 33,629 31,899 28,983 31,384 31,118 29,269 29,819 30,730 32,392 31,443

繰出金 3,178 3,178 3,413 3,775 3,868 3,908 4,010 3,866 4,069 4,111

積立金・投資及び

出資金・貸付金
850 1,371 845 1,334 2,435 1,220 1,649 2,091 1,832 2,821

公債費 5,108 5,019 4,921 4,786 4,480 4,478 4,426 4,327 4,214 3,841

投資的経費 9,159 7,274 5,265 5,971 4,982 3,784 4,294 5,369 7,034 5,596

補助費等 2,610 2,802 2,383 3,247 2,393 2,350 2,289 2,170 2,175 1,950

扶助費 2,106 2,220 2,265 2,384 2,991 3,022 3,053 3,020 3,057 3,129

維持補修費 230 203 208 243 279 494 494 553 540 493

物件費 3,894 3,505 3,489 3,779 3,978 3,832 3,480 3,471 3,487 3,542

人件費 6,494 6,328 6,195 5,864 5,711 6,181 6,125 5,863 5,983 5,961
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28,983

31,384 31,118
29,269 29,819 30,730

32,392
31,443
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百万円

義務的経費 41.1%

投資的経費 17.8%

その他の経費 41.1%

・義務的経費：その支出が義務づけられ任意 

に節減できない経費のこと 

・投資的経費：施設等がストックとして将来 

に残るものに支出される経費のこと 

・その他経費：上記以外のもの 
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図表 2.16 歳出決算額の性質別内訳（普通会計決算）：平成 18 年度～平成 27 年度の平均 

※義務的経費（人件費、扶助費、公債費の計：約 43%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 投資的経費 

投資的経費については、平成 27 年度（2015 年度）で約 56 億円、このうち公共建築物に係

るものは約 26 億円となっています（図表 2.16 参照）。また、過去 10 年間では、投資的経費全

体の平均が約 59 億円、最大で約 92 億円（平成 18 年度）、また、公共建築物に係る投資的経費

の平均が約 22 億円、最大で約 41 億円（平成 26 年度）となっており、整備要件に応じた投資が

見られます。 

計画策定後 7 年間の投資的経費の平均は約 55 億円、最大で約 66 億円（平成 29 年度）。こ

のうち公共建築物に係るものは約 17 億円、最大で約 35 億円（平成 29 年度）となっています

（図表 2.17 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費 19.5%

扶助費 8.8%

公債費 14.7%

投資的経費 18.9%

物件費 11.7%

維持補修費 1.2%

補助費等 7.8%

繰出金 12.0%

積立金等 5.3%
●平成 18 年度～平成 27 年度の平均 

・歳出合計 約 311 億円 

・うち義務的経費 約 134 億円 

義務的経費 43.0%

投資的経費 18.9%

その他の経費 38.1%
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図表 2.17 投資的経費の推移及び内訳（普通会計決算）：令和 4 年度（2022 年度）末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：地方財政状況調査(総務省公表)を基に作成 

 

（２）有形固定資産減価償却率の推移 

本市が保有する資産がどれだけ老朽化したかを表す有形固定資産減価償却率は、類似団体や 

県内市平均と比較しても低い水準にありますが、毎年上昇しており、施設の老朽化が進んでい 

る状況です（図表 2.18 参照）。 

 

図表 2.18 有形固定資産減価償却率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち建物などの償却資産の取得価格に対する減価償却 

累計額の割合を計算することにより、保有する資産が取得からどの程度老朽化したかを表す指標です。 

※資料：統一的な基準による財務書類に関する情報(総務省公表令和 5 年 11 月 13 日時点)を基に作成 

●平成 28 年度～令和 4 年度の平均 

・投資的経費  約 55 億円 

・うち公共建築物に係るもの 約 17 億円 

計画策定後の推移 当初計画策定時 

●平成 18 年度～平成 27 年度の平均 

・投資的経費 約 59 億円 

・うち公共建築物に係るもの 約 22 億円 
投資的経費平均 

5,873 百万円 

公共施設に係る投資的経費平均 

2,238 百万円 

16､906 人 
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（３）財政の見通し（財政計画） 

平成 28 年度（2016 年度）の財政の見通し（財政計画）によると、歳入総額は、平成 26 年度

（2014年度）の337.2億円から令和3年度（2021年度）には280.7億円へと減少（-16.8%）

していくことを予測しています。 

また、歳出総額についても、平成 26 年度（2014 年度）の 323.9億円から令和 3 年度（2021

年度）には 282.0 億円へと減少（-12.9%）していくことを予測しています。このうち、投資的

経費である普通建設事業費は、同様の期間で 61.4 億円から 30 億円へと 51.1%の減少と見込ん

でいます（図表 2.19 参照）。 

 

ここで、令和 3 年度（2021 年度）の普通建設事業費を 30 億円と見込んでおり、過去の実績

から公共建築物に投資可能な額を 30 億円×38.1%（過去 10 年間の公共建築物に係る投資的経

費が全体に占める割合：2,238 百万円／5,873 百万円）=11.4 億円とします。 

 

図表 2.19 財政の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特例期間 

単位：百万円
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

（決算） （決算） （決算） （決算）
地方税 4,980 5,099 5,081 5,113 4,904 4,860 4,807 4,779 4,725 4,613
地方譲与税等 908 915 968 1,372 1,190 1,190 1,190 1,190 1,190 1,190
地方交付税 15,701 15,785 15,474 14,991 14,123 14,108 14,023 14,114 14,004 14,084
国・県支出金 4,152 4,431 4,975 4,002 4,504 4,344 3,628 3,801 3,807 3,766
地方債 2,669 3,328 4,789 4,480 4,611 5,588 4,000 3,782 2,696 2,396
その他歳入 2,852 2,610 2,435 3,355 3,895 2,241 2,342 2,307 2,187 2,018

31,262 32,168 33,722 33,313 33,227 32,331 29,990 29,973 28,609 28,067
義務的経費 13,700 13,327 13,430 12,838 13,270 13,253 13,091 13,228 13,521 13,719
投資的経費 4,198 5,251 6,694 5,033 5,469 5,640 3,500 3,500 3,000 3,000

普通建設事業費 3,592 4,855 6,143 4,991 5,427 5,640 3,500 3,500 3,000 3,000
災害復旧事業費等 606 396 551 42 42 0 0 0 0 0

その他経費 11,923 12,151 12,267 13,572 13,894 12,761 12,880 12,807 11,718 11,476
29,821 30,729 32,391 31,443 32,633 31,654 29,471 29,535 28,239 28,195
1,441 1,439 1,331 1,870 594 677 519 438 370 ▲ 128

区分

実質収支

歳
出

歳
入

合計

合計
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（４）公共建築物の更新費用の推計 

建築年別整備状況で示したとおり、本市の公共建築物は、昭和 40 年（1965 年）頃から建築

量の増加が始まり、昭和 47 年（1972 年）～昭和 60 年（1985 年）にかけて最初の整備の集

中が見られます。これらの公共建築物は一般に大規模改修が必要とされる、築 30 年を迎えようと

しており、本計画の計画期間内（令和３8 年（2056 年）まで）には確実に更新（建替え）時期を

迎えることとなります（図表 2.4 参照）。 

このことを投資額で確認して見ると、今後 40 年間（公共施設更新費用試算ソフトのシミュレー

ション期間）の更新費用の総額は約 1,346.5 億円で、年平均約 33.7 億円となります（図表 2.20

参照）。 

 

図表 2.20 将来更新費用の推計（公共建築物）： 平成 27 年度（2015 年度）末時点 

※公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人 地域総合整備財団）を用いて算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【更新費用等推計条件】 

※築 60 年で更新することとし、築 30 年で大規模改修を行うこととしている。 

 

※築 31 年以上 50 年未満のもので大規模改修が行われていない場合は、今後 10 年間で大規模 
改修を行うこととしている。 

※築 61 年以上経っているものについては、今後 10 年間で更新を行うこととしている。 
※これらの詳細は、「第５章 資料編 １ 更新費用の推計条件」に示す。 

対象施設類型 更新（建替え）単価 大規模改修単価 

市民文化系、社会教育系、行政系等施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系等施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

公営住宅 28 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

 

対象施設類型 更新（建替え）単価 大規模改修単価 

市民文化系、社会教育系、行政系等施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系等施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

公営住宅 28 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

財政見通しから充当可能な 

公共建築物投資的経費 

約 11.4 億円 

年平均更新費用の試算 

約 33.7 億円 

40 年間の更新費用総額 

約 1,346.5 億円 

公共建築物の延床面積 

約 34.8 万㎡ 

直近 10 年平均 

公共建築物投資的経費 

約 22 億円 

充当可能な投資的経費と約 22 億円 

のかい離がある。 
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（５）インフラ資産の更新費用の推計 

インフラ資産の今後 40 年間の整備費の総額は約 1,904 億円で、年平均約 47.6 億円となりま

す。インフラ資産についても公共建築物と同様に、将来必要となる改修費、更新等を賄うためには、

長寿命化対策や維持管理費の効率化によるコスト削減等の施策を実施します（図表 2.21 参照）。 

 

図表 2.21 将来更新費用の推計（インフラ資産）：平成 27 年度（2015 年度）末時点 

※公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人 地域総合整備財団）を用いて算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【更新費用等推計条件】 

※インフラ資産の分類毎に更新年数と更新単価を定めている。 

※これらの詳細は、「第５章 資料編 １ 更新費用の推計条件」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 年間の整備費用総額 

約 1,904 億円 

年平均整備費用の試算 

約 47.6 億円 
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４ 長寿命化対策を行った場合の見込み・効果額  

（１）公共建築物の更新費用の推計シミュレーション 

図表 2.22 は、公共建築物の更新年数、大規模改修の有無、長寿命化モデルの条件を定めて更

新費用のシミュレーション結果を示したものです。 

公共建築物を①現状のまま単純更新した場合、年間更新費用として約 33.66 億円と推計して

います。②長寿命化した場合の更新費用約 31.38 億円と比べると約 2.28 億円の削減効果が見

込める結果となっています。 

 

図表２.22 公共建築物の長寿命化を行った場合のシミュレーション結果 

 

 

 

 

 

 

    【公共建築物更新費用の推計シミュレーション】 

①現状（P19 図表 2.20 参照） 

    【条件】・更新年数 60 年、大規模改修 30 年 

    【結果】・延床面積 約 347,962 ㎡ 

・年間更新費用 約 33.66 億円 

②長寿命化モデル 

【条件】・比較的新しい建物で一定以上の規模があり、構造がしっかりとしたものという条件で、 

          1991 年以降に建築された延床面積 300 ㎡以上の建物で、構造が鉄筋コンクリート、

鉄骨、鉄骨鉄筋コンクリートのものを採用した。 

    ・更新年数 80 年、大規模改修 40 年 

【結果】・延床面積 約 12.38 万㎡（全体の約 35.6%） 

・年間更新費用 約 6.11 億円 

 

※これらの詳細は、「第５章 資料編 2 公共建築物更新費用の推計シミュレーション」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
対象面積
（万㎡）

費用
（億円）

備考

年間更新費用 34.80 33.66

年間更新費用Ａ 12.38 6.11 12.38万㎡を長寿命化した場合

年間更新費用Ｂ 22.42 25.27 長寿命化対象以外建築物の年間更新費用

年間更新費用計（Ａ＋Ｂ） 34.80 31.38

ケース

①現状

②長寿命化モデル
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（２）インフラ資産に係る長寿命化計画等 

   ア 橋梁の長寿命化計画 

図表 2.23 は、橋梁の長寿命化計画で検討された対策費用のシミュレーション結果を示したも

のです。 

橋梁の長寿命化計画によると、今後 40 年間（令和 4 年度（2022 年度）〜令和 43 年度（2061

年度）の対策費用をシミュレーションした結果、年平均で約 3.5 千万円の対策費用が必要となる

が、従来の事後保全型の維持管理と比較すると、約 193 億円（年間約 4.8 億円）のコスト縮減

が見込まれるとともに、一時的なコスト増も抑制され必要予算の平準化が可能となります。 

 

図表 2.23 橋梁の更新等費用の推計（長寿命化等対策前後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：真庭市橋梁の長寿命化計画(令和 4 年 3 月)を基に作成 

 

 

その他、インフラ資産に係るものとして水道、簡易水道、下水道、農業集落排水事業は、経営戦

略及び下水道ストックマネジメント計画から抜粋して更新等費用をまとめています（図表 2.24、

図表 2.25、図表 2.26、図表 2.27 参照）。 

 

イ 水道事業経営戦略 

水道事業経営戦略によると、中長期的な財政シミュレーションの結果、今後の経営の基本方針と

して今後 10 年間（平成 29 年度（2017 年度）～令和 8 年度（2026 年度）の更新等費用（建

設改良事業費）は、総額約 23.5 億円で年間約 2.4 億円となっています（図表 2.24 参照）。 

 

図表 2.24 水道事業の投資的経費 

 

 

 

（百万円）

年　次
H29年度

(2017)

H30年度

(2018)

R1年度

(2019)

R2年度

(2020)

R3年度

(2021)

R4年度

(2022)

R5年度

(2023)

R6年度

(2024)

R7年度

(2025)

R8年度

(2026)
合　計 平　均

建設改良

事業費
723 159 255 149 310 130 108 173 173 173 2,353 235

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2022～2026 2027～2031 2032～2036 2037～2041 2042～2046 2047～2051 2052～2056 2057～2061

事
業
費
(百
万
円
)

事後保全型と予防保全型の将来事業費予測

事後保全型事業費

予防保全型事業費

事後保全型累計値

予防保全型累計値

事後保全型 累計事業費 

約２７３億円 

予防保全型 累計事業費 

約８０億円 

コスト縮減効果 

約１９３億円 

※ 対象橋梁 ： 点検済み橋梁（1049 橋）    

（累計）  

※ 上記のグラフは、現時点での点検結果・標準的な工法・単価などに基づき試算したものです。 

そのため、今後の点検結果や補修状況等により変化するものであり、担保されたものではありません。 
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ウ 簡易水道事業経営戦略 

簡易水道事業経営戦略によると、中長期的な財政シミュレーションの結果、今後の経営の基本方

針として今後 10 年間（平成 29 年度（2017 年度）～令和 8 年度（2026 年度）の更新等費

用（建設改良事業費）は、総額約 22.9 億円で年間約 2.3 億円となっています（図表 2.25 参

照）。 

 

図表 2.25 簡易水道事業の投資的経費 

 

 

 

 

エ 下水道事業経営戦略及び下水道ストックマネジメント計画 

下水道事業経営戦略（特定環境保全公共下水道事業を含む）によると、中長期的な財政シミュ

レーションの結果、今後の経営の基本方針として今後 10 年間（平成 29 年度（2017 年度）

～令和 8 年度（2026 年度）の更新等費用（建設改良事業費）は、総額約 60.0 億円で年間約

6.0 億円となっています（図表 2.26 参照）。 

 

図表 2.26 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業の投資的経費 

 

 

 

なお、下水道ストックマネジメント計画によると、ストックマネジメント導入によるコスト縮減

効果は、概ね 100 年間で約 701 億円としています。 

 

オ 農業集落排水事業経営戦略 

農業集落排水事業経営戦略（小規模集合排水処理事業を含む）によると、中長期的な財政シミュ

レーションの結果、今後の経営の基本方針として今後 10 年間（平成 29 年度（2017 年度）

～令和 8 年度（2026 年度）の更新等費用（建設改良事業費）は、総額約 4.7 億円で年間約 0.5

億円となっています（図表 2.27 参照）。 

 

図表 2.27 農業集落排水事業、小規模集合排水処理事業の投資的経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円）

年　次
H29年度

(2017)

H30年度

(2018)

R1年度

(2019)

R2年度

(2020)

R3年度

(2021)

R4年度

(2022)

R5年度

(2023)

R6年度

(2024)

R7年度

(2025)

R8年度

(2026)
合　計 平　均

建設改良

事業費
129 372 230 299 119 326 291 173 175 175 2,289 229

（百万円）

年　次
H29年度

(2017)

H30年度

(2018)

R1年度

(2019)

R2年度

(2020)

R3年度

(2021)

R4年度

(2022)

R5年度

(2023)

R6年度

(2024)

R7年度

(2025)

R8年度

(2026)
合　計 平　均

建設改良

事業費
679 598 599 600 601 582 583 584 585 586 5,997 600

（百万円）

年　次
H29年度

(2017)

H30年度

(2018)

R1年度

(2019)

R2年度

(2020)

R3年度

(2021)

R4年度

(2022)

R5年度

(2023)

R6年度

(2024)

R7年度

(2025)

R8年度

(2026)
合　計 平　均

建設改良

事業費
224 27 27 27 27 27 27 27 27 27 467 47
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 （３）策定済の個別施設計画 

ア  公営住宅に係る個別施設計画 

図表 2.28 は、公営住宅等長寿命化計画で検討された、改善対象住棟の LCC 縮減効果の算定 

結果を示したものです。 

公営住宅等長寿命化計画では、耐火構造の公営住宅については、国の公営住宅等長寿命化計画

策定指針に基づき LCC を算定します。また、木造住棟の LCC 縮減効果算定についても、耐火住

棟の LCC 縮減効果算定に準じたもので計算しています。 

LCC 縮減効果算定の結果、以下の改善事業対象団地において、仮定する改善事業費（長寿命化

型及び福祉対応型）における LCC の縮減効果に係る算定結果は、以下のとおりとなっています。 

 したがって、仮改善事業費の支出が概ね以下の時期頃までであれば、事業投資として問題はな

いと考えられます。 

 

図表 2.28 改善対象住棟の LCC 縮減効果算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：真庭市公営住宅等長寿命化計画 2021-2030(令和 3 年 3 月)を基に作成 

団地名
管理

戸数

棟当た

り戸数
構造

建設

年度

経過

年数

改善時

経過年数
管理期間

改善事業費

(千円/戸)

除却費

(千円/戸)

棟当たりLCC

縮減効果

(千円/年)

戸当たりLCC

縮減効果

(千円/年)

事業内容 事業時期

原方新 48 48
中層

耐火
H18 14 24 70 1,600 1,000 17,928 373 長寿命化型

R12年度

（2030）

江川 16 16
中層

耐火
S56 39 41 70 500 1,000 2,079 130

長寿命化型

〔ベラ ンダ〕

R3年度

（2021）

立誠 60 30
中層

耐火
H6 26 31 70 2,700 1,000 7,171 239

福祉対応型

長寿命化型

R7～R9年度

（2025～2027）

中津井 10 2 木造 H7 25 32 45 2,000 1,000 188 94 長寿命化型
R9年度

（2027）

水田 10 2 木造 H9 23 33 45 2,000 1,000 200 100 長寿命化型
R11年度

（2029）

草沢 6 2 木造 S63 32 35 45 2,000 1,000 65 32 長寿命化型
R5年度

（2023）

寺前 16 4 木造 H5 27 35 45 2,000 1,000 183 46 長寿命化型
R10年度

（2028）

若代 4 2 木造 S61 34 38 45 2,000 1,000 60 30 長寿命化型
R6年度

（2024）

若代 6 2 木造 H4 28 32 45 2,000 1,000 120 60 長寿命化型
R6年度

（2024）

石原 10 2 木造 H3 29 30 45 2,000 1,000 152 76 長寿命化型
R3年度

（2021）

石原

（特定）
4 1 木造 H5 27 32 45 2,000 1,000 71 71 長寿命化型

R7年度

（2025）

組（公営・

特定）
18 2 木造 H6 26 32 45 2,000 1,000 171 85 長寿命化型

R8年度

（2026）

旭 4 2 木造 S61 34 36 45 2,000 1,000 152 76 長寿命化型
R4年度

（2022）

旭 6 2 木造 S62 33 35 45 2,000 1,000 120 60 長寿命化型
R4年度

（2022）

第２旭（梅） 4 2 木造 H9 23 33 45 2,000 1,000 200 100 長寿命化型
R11年度

（2029）

第２旭（竹） 4 4 木造 H9 23 33 45 2,000 1,000 399 100 長寿命化型
R11年度

（2029）

第２旭（松） 4 1 木造 H9 23 33 45 2,000 1,000 100 100 長寿命化型
R11年度

（2029）

禾津(101～

502）
11 2 木造 H9 23 31 45 2,000 1,000 231 115 長寿命化型

R10年度

（2028）

湯の谷 2 2 木造 H6 26 32 45 2,000 1,000 171 85 長寿命化型
R8年度

（2026）

緑が丘 6 3 木造 H2 30 33 45 2,000 1,000 121 40 長寿命化型
R5年度

（2023）

緑が丘 4 2 木造 H4 28 33 45 2,000 1,000 97 49 長寿命化型
R7年度

（2025）

緑が丘 4 2 木造 H7 25 30 45 2,000 1,000 255 128 長寿命化型
R7年度

（2025）

緑が丘 6 2 木造 H10 22 32 45 2,000 1,000 202 101 長寿命化型
R12年度

（2030）

緑が丘 4 2 木造 H11 21 31 45 2,000 1,000 246 123 長寿命化型
R12年度

（2030）

※サンライ

ズ徳山
10 2 木造 H16 16 20 45 2,000 1,000 680 340 長寿命化型

R6年度

（2024）

　※サンライズ徳山は、令和6年度（2024年度）より管理開始予定の団地

対象住棟概要 維持期間 事業費仮定値 LCC縮減効果算定結果 改善事業
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イ 学校施設に係る個別施設計画 

図表 2.29 は、学校施設マネジメント基本方針で検討された更新等費用のシミュレーション結

果（長寿命化の効果）を示したものです。 

これによると、長寿命化改修を行った場合には、従来と同様に維持・更新を行った場合と比較

して、延床面積を維持した場合で約 2 割、延床面積の縮減を図った場合で約 3 割のトータルコス

トの縮減を図ることができると考えられます。 

一方で、各期間にかかるコストをみると、2029 年度（令和 11 年度）から 2038 年度（令

和 20 年度）や 2049 年度（令和 31 年度）から 2058 年度（令和 40 年度）の 10 年間には、

大規模改造や建替えの実施によりコストの集中が見込まれることから、コストの平準化に向けた

取組みが必要です。 

以上のことから、財政負担の軽減に向けて、学校施設の配置、運営面・活用面、施設整備にお

ける民間活用等の多面的な取組の検討が必要です。 

 

図表 2.29 学校施設の更新等費用のシミュレーションの結果（長寿命化の効果） 

 

 

 

 

※学校施設は、「真庭市学校施設マネジメント基本方針（令和 2 年 2 月）」を基に作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：真庭市学校施設マネジメント基本方針(令和 2 年 2 月)を基に作成 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

１ 計画期間 

本計画の計画期間は、公共建築物の更新期間（60年と想定）が長期であることを勘案して、平成

29年（2017年）から令和38年（2056年）までの40年間とします（図表3.1参照）。 

 

図表3.1 計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本計画の計画期間に対して第1期から第4期までの10年ごとに実施期間を定め、さらに

各期を前期と後期に分けて、きめ細やかなマネジメントを実施します（図表 3.2参照）。 

 

図表3.2 本計画の計画期間と実施期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画期間（平成29年～令和38年） 

第2次真庭市総合計画 

全体 目標年次 
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２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（１）全庁的な取組体制 

今後、本計画を個別計画へと展開していくに当たっては、庁内の連携・協力を緊密に図っていく必

要があります。そこで、ファシリティマネジメント（以下「ＦＭ」という。）の観点から組織横断的

な委員会組織等（以下「専任組織」という。）の検討を行います。 

この専任組織におけるマネジメントの役割は次のとおりです。 

 

①主な役割 

・第２次真庭市総合計画及び関連諸計画を踏まえた全庁的な視点から施策別の取り組み・連携を図

る。 

・市民とのコミュニケーションを効果的に行う。 

・国・県・近隣自治体などとも連携した取り組みを進める。 

 

②庁内での取り組み 

・公共施設等の情報を集約し、施設単位で全庁的に共有する。 

・個別計画案件を全体最適に誘導するとともに全庁的な意識改革を主導する。 

・職場内研修、会議による情報共有を図り、関連部署間での活発なコミュニケーションを促す。 

・PPP/PFI など官民連携事業の全庁的な調整を行う。 

 

③市民向けの取り組み 

・施設カルテ等の公表など情報公開を進める。 

・市民との合意形成を図るための市民説明会やワークショップなど複数のチャネルを構築する。 

 

（２）情報管理・共有方策 

公共施設等のマネジメントを効果的に実施していくために、専任組織を中心に、関係各部署に散在

するデータをそれぞれの部門から収集するとともに、施設カルテとして一元管理し、財政データとも

連携して全庁的な意思決定を促す仕組みを創出します（図表3.3参照）。 

 

図表3.3 情報管理・共有方策 
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３ 現況の問題点や課題に関する基本認識 

（１）公共施設等の更新費用と財政見通しより 

過去に建設された本市の公共建築物の多くが、本計画の計画期間内（令和 38 年（2056 年）ま

で）には確実に更新（建替え）時期を迎えることとなり、今後 40年間で更新費用の総額は約1,346.5

億円で、年平均約33.7億円となります。また、インフラ資産についても、今後40年間で更新費用

の総額は約 1,904.1 億円で、年平均約 47.6 億円となります。これらはあくまで更新費用であり、

維持管理費、運営費は含まれません。 

一方で財政的には、生産年齢人口の減少に伴う税収減、少子高齢化に対する扶助費の高止まりが予

想されるなど、公共施設等の維持・管理費用及び更新費用を賄うことが困難な状況となっています。 

 

（２）人口推計より 

人口ビジョンの目標年次である令和22年（2040年）の将来人口は、約34,000人と見込んで

おり、平成27年（2015年）10月現在の国勢調査人口である46,124人の約74％となります。

また、それ以降も引き続き人口減少が予測されます。 

さらに、人口減少及び人口構造の変化により、公共施設等の利用需要や利用者のニーズの変化も想

定されます。 

 

（３）本計画の課題 

以上を踏まえて本計画の課題は、次の5点に要約することができます。 

 

 総人口は、将来にわたって減少し、少子高齢化も同時に進行する。 

 歳入歳出の総額は、将来にわたって減少し、今後も増える見込みはない。 

 財政規模の縮小と将来の更新費用の増大が、財源不足をもたらす。 

 人口減少にも関わらず、平成 17 年の合併後も施設保有量が増加しており、住民一人当たり

の延床面積が増加してきた。 

 施設の老朽化が進行しつつあり、現在、築30年以上の公共建築物が約36%（延床面積比）

を占めている。 

 

すなわち、本計画が目指すところは、少子高齢化の進展による人口減少問題をはじめ、それに伴う

生産人口の減少や地方交付税の削減等により本市の財政が逼迫する中で、長期的な視点を持って、財

政面と公共施設等を通じた安全・安心で利便性の高いサービスを両立させ、持続可能な地域を市民と

共に創っていくことです。 
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４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

本市の公共施設等を取り巻く現況や課題に関する認識を踏まえ、公共施設等とその環境を経営資

源と位置づけ、効率的かつ持続的な維持管理を行っていくＦＭに向けた取り組みを実施します。 

 

ここでＦＭを推進するためのマネジメントの原則を次のとおり定めます（図表 3.4参照）。 

 

１ 新たな機能を有する公共建築物の整備抑制 

原則として新たな機能を有する公共建築物の整備は可能な限り抑制することとし、公共施設サー

ビスの新たな需要がある場合には、既存施設の有効活用や代替サービス機能の提供を徹底すること

により対応します。 

 

２ 公共建築物保有量の段階的縮減 

公共建築物保有量について財政規模や人口減少に見合う目標を定め、段階的縮減を実施します。 

 

３ 公共建築物の機能に着目した再配置の実施 

公共建築物が持つ機能に着目し、一つの施設に異なる複数の機能を持たせる複合化、類似した機能

を一つの施設に集める集約化、必ずしも公共が有する必要のない機能の民間への移転、複数の自治体

で相互利活用する広域化など、あらゆる可能性を検討するとともに、民間の保有する技術や資金、ノ

ウハウを活用する官民連携についても積極的な活用を進めます。 

 

４ 遊休資産等の有効活用 

既に利用されなくなった遊休資産や統廃合等によって機能を失った施設や跡地についても、民間

側では利用価値がある場合も少なくありません。積極的な売却や貸付などあらゆる手段を用いてそ

の有効活用を図ります。 

 

５ 公共施設等のライフサイクルコストの最適化 

維持していく公共施設等については、コストの面からも創意工夫を重ね、維持管理費・運営費の縮

減及び適切な受益者負担の見直しを進めます。また、安全性の確保を大原則としながらも、事後保全

と予防保全をバランスさせて修繕費の平準化を進めるとともに、有効なものについては長寿命化を

図るなどライフサイクルコストの最適化を進めます。 

 

６ 市民と共に実施する持続可能な公共施設等のマネジメント 

更新費用のみならず、維持・修繕費用も含めた費用対効果の面から本当に必要な施設かどうかを総

合的に判断し、市民と共に全市的に最適な状況で次世代に継承できる持続可能な公共施設等のマネ

ジメントを実施します。 
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図表3.4 公共施設等マネジメントの原則 
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５ 目標の設定 

（１）公共建築物のマネジメントの目標について 

公共建築物の更新費用（大規模改修及び建替え）の見通しは、年間約33.7億円で、充当可能な投

資額である11.4億円との差は22.3億円にも上ります（図表2.20参照）。この財政的なかい離を

解消していくためには、延床面積の縮減が避けてはとおれません。 

一方で、「第 2次真庭市総合計画」の全体目標年次である令和 22年（2040 年）の将来人口展

望（約34,000人）は、平成27年10月現在の国勢調査人口である46,124人の約74%となっ

ています。また、本計画の目標年次は、令和 38 年（2056 年）で、この時点よりもさらに 16 年

先となっています（さらなる人口減少が想定される）。 

 

これらのことを勘案し、延床面積縮減の最低ラインを現在と同水準の一人当たり延床面積を維持

することとして、公共建築物のマネジメントの目標を次のように定めます（図表 3.5参照）。 

 

【目標の設定】 

計画期間における公共建築物の延床面積縮減目標を 40年間で40％以上とする。 

その他の施策と併せて、財政的なかい離の解消とサービス水準の維持を図る。 

 

図表3.5 公共建築物の目標設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、延床面積縮減に伴う財政的なかい離の解消状況については、「第５章 資料編 ２ 公共建築

物更新費用の推計シミュレーション」に示します。 

 

  

約11.4億円/年

約33.7億円/年

約11.4億円/年

約22.3億円/年

かい離 約22.3億円/年

かい離 解消

現状の公共建築物を全て更新する場合 マネジメントを機能させた場合

約33.7億円/年

かい離解消のための

公共施設等マネジメント

の原則への取組



 

 

第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 

32 

 

 

（２）目標達成に向けての対応策 

前述で定めた目標達成に向けて、次のような施策を展開します。 

 

ア 維持管理費及び更新費用の精度向上 

維持管理費及び更新費用等の精度向上を図り、財政面でのかい離とその解消状況をより明確なも

のとしていきます。 

 

イ 公共施設等マネジメントの原則への取り組み 

公共施設等マネジメントの原則について、それぞれＫＰＩを定めて取り組み、その結果をフィード

バックします。 

① 新たな機能を有する公共建築物の整備抑制 

② 公共建築物保有量の段階的縮減 

③ 公共建築物の機能に着目した統廃合や再配置の実施 

④ 有休資産等の有効活用 

⑤ 公共施設等のライフサイクルコストの最適化 

⑥ 市民と共に実施する持続可能な公共施設等のマネジメント 

 

ウ 展開結果の財政面からの検証 

これらの取り組みを財政面からも確実に検証し、フィードバックするために統一的基準に基づく

公会計導入で整備した固定資産台帳の有効活用を図ります。 
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（３）インフラ資産の目標について 

インフラ資産については、施設の複合化や集約化による統廃合は想定せず、できるだけ長く有効に

活用することを主眼に、国の定めた「インフラ長寿命化基本計画：2013 年（平成 25 年）11 月

29日策定」の行動計画として、個別施設の長寿命化計画を定め、安全・安心の確保と経費の縮減を

進めていきます（図表3.6参照）。 

 

本計画の計画期間である40 年の間には、インフラに関する技術の革新や新たな政策等によって、

効果的・効率的な維持管理手法や広域化等の新たな制度が創出されてくることが考えられます。本市

においても、それらを積極的に導入し、国、県及び近隣市町村と連携しながら、インフラ資産の長寿

命化に積極的に取り組んでいきます。 

 

図表3.6 インフラ長寿命化基本計画概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月29日）の概要」を編集 

○個別施設毎の長寿命化計画を核として、メンテナンスサイクルを構築 

○メンテナンスサイクルの実行や体制の構築等により、トータルコストを縮減・平準化 

○産学官の連携により、新技術を開発・メンテナンス産業を育成 

１．目指すべき姿 

○安全で強靱なインフラシステムの構築 

○総合的・一体的なインフラマネジメントの実現 

○メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化 

２．基本的な考え方 

○インフラ機能の確実かつ効率的な確保 

○メンテナンス産業の育成 

○多様な施策・主体との連携 

➢ 防災・減災対策等との連携により、維持管理・更新を効率化 

➢ 政府・産学界・地域社会の相互連携を強化し、限られた予算や人材で安全性や利便性を維持・向上 

３．計画の策定内容 

○インフラ長寿命化計画（行動計画） 

○個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画） 

４．必要政策の方向性 

○点検・診断：定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握等 

○修繕・更新：優先順位に基づく効率的かつ効果的な修繕・更新の実施等 

○基準類の整備：施設の特性を踏まえたマニュアル等の整備 新たな知見の反映等 

○情報基盤の整備と活用：電子化された維持管理情報の収集・蓄積、予防的な対策等への利活用等 

○新技術の開発・導入：ICT、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、新材料等に関する技術等の

開発・積極的な活用等 

○予算管理：新技術の活用やインフラ機能の適正化による維持管理・更新コストの縮減 平準化等 

○体制の構築：［国］技術等の支援体制の構築、資格・研修制度の充実／［地方公共団体等］維持管理・更

新部門への人員の適正配置、国の支援制度等の積極的な活用／［民間企業］入札契約制度の改善等 

○法令等の整備：基準類の体系的な整備等 

５．その他 

○戦略的なインフラの維持管理・更新に向けた産学官の役割の明示 

○計画のフォローアップの実施 
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６ 維持・運営の実施方針 

（１）点検・診断等の実施方針 

建物について、定期的に点検・診断し、経年による劣化状況や外的負荷による性能低下状況及び管

理状況を把握するとともに、劣化・損傷が進行する可能性や施設に与える影響等について評価を行

い、施設間における保全の優先度についての判断等を行います。 

法定点検など、一級建築士やその他の専門知識を持つ有資格者が実施するものと、専門的な知識を

必要としない点検を区分し、後者については、各建物の管理者が自主的に行います。 

 

（２）維持管理・修繕の実施方針 

施設の重要度や劣化状況に応じて優先度をつけ、計画的な維持管理・修繕・更新等を行う予防保全

を導入することにより、施設の性能維持、安全性を確保するとともに、維持管理コストの縮減や平準

化を図ります。 

とりわけ、建物外壁の劣化（特に割れ・爆裂、塗装の剥がれ・膨れ・磨耗）などは、雨水の侵入な

ど建物に大きなダメージを及ぼすことも多いため、施設管理者による日常的な点検と劣化速度の監

視を行い、早期に対策を講じます。また、機械・電気設備やエレベーター、火災報知器や煙感知器な

どの防災設備についても対症療法的な事後保全ではなく予防保全を行います。 

 

（３）安全確保の実施方針 

施設の安全確保に関わる評価を実施し、危険性が認められた施設については、評価の内容に沿って

安全確保の改修を実施します。 

既に役割を終え、今後、利活用することのない公共施設等については、周辺建物、住環境に及ぼす

影響や市民の安全・安心を考慮し早期に解体、除却します。 

 

（４）耐震化の実施方針 

昭和 56 年（1981 年）以前に建築された建物（旧耐震基準）については、計画的に耐震診断を

実施し、災害時に市民が利用する施設や災害対策活動の拠点・避難所となる施設、ライフライン関連

施設など、地震発生による人命への重大な被害や市民生活への深刻な影響を及ぼす恐れのある施設

については、優先的に耐震対策を行います。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

長寿命化とは、老朽化した建物の構造・設備・機能等の耐久性を高め、建物自体をできるだけ長く

利用する手法です。このことによって建物のライフサイクルコストから求めた年当たり費用の縮減

と平準化を行います。 

公共建築物の総延床面積の縮減が必要な中で、長寿命化手法をすべての建物に適用するのは現実

的ではありません。長期に活用する施設を選定し、長寿命化手法の対象を定めた上で計画的に実施し

ます。 

 

（６）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

「真庭市共生社会推進基本方針（令和 3（2021）年 4 月）」の理念に基づき、高齢者、障がい

者、子育て世代や観光客等、多様な利用が想定される公共施設等の整備・改修等に際しては、誰もが

安心して利用しやすい施設とすることを目標としてユニバーサルデザイン化の推進に取り組みます。 
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（７）脱炭素化の推進に関する方針 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第21条第１項に基づき策定し

た、「真庭市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」及びＺＥＢ（Net Zero Energy Building）

並びに省エネ改修等の考え方を踏まえ、公共施設等への再生可能エネルギー設備等の導入やＬＥＤ

照明の導入など計画的な改修等による脱炭素化に取り組みます。 

 

（８）統合や廃止の推進方針 

公共建築物の統合や廃止の意思決定については、「真庭市公共施設見直し指針（平成 21年9月）」

の考え方を基本とし、適正に行います（図表3.7参照）。 

 

図表3.7 公の施設の管理運営方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共建築物

【総合判断の基準】

１．人口や財政規模にふさわしい公共建築物の数か？

２．市域で適正な配置となっているか？

３．行政が直接運営する必要があるか？

４．施設が廃止される場合は、市民の理解が得られるか？

５．地域限定、利用者限定になってないか？

Ａ.廃止の可否検討（必要に応じて用途変更、跡地活用も含む）

①法令等の制約がない。

②類似施設があって、当該施設を存続させる必要性が薄れている。

Ｂ.類似施設との統廃合・複合化の検討

①法令等の制約がない。

②他に同様の目的を持った施設が市内にある。

Ｃ.民間譲渡・民営化の検討

①法令等の制約がない。

②行政が事業主体でなくてもよい。

③受益者負担により採算性を確保でき、市場原理が働く見込みがある。

④同一分野において、既に成熟した市場が形成されている。

⑤サービスの質の向上が期待できる。

Ｄ.ＰＰＰ／ＰＦＩ（指定管理制度を含む官民連携事業）の検討

①法令等の制約はない。

②行政の関与が小さく、行政が管理運営しなくても問題ない。

③市場原理が働き、効率化が見込める。

④既に成熟した市場が形成されている。

⑤サービスの質の向上が期待できる。

Ｅ.事務等の一部委託の検討

十分な検証を行ってもなお、Ａ～Ｄの見直しを行えない施設については、事務等

の一部を委託することによって、当該施設をさらに効率的・効果的に運営させるこ

とができないかを検討すること。

直 営

Ｂ.類似施設との統廃合・複合化の検討

Ｃ.民間譲渡・民営化の検討

Ｄ.ＰＰＰ／ＰＦＩの検討

Ａ.廃止の可否検討

Ｅ.事務等の一部委託の検討

廃 止

統廃合・複合化

移譲（民営化）

ＰＰＰ／ＰＦＩ

不可

不可

不可

不可

不可

直営（業務委託を含む）

実施手段

の検討

可能

可能

可能

可能

可能
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また、実施に際しては、図表4.7（P47）に示す再編等実施手法について検討し、最適な手法を、

適用します。 

 

（９）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

ア 職員研修の実施 

職員一人一人が公共施設等マネジメント導入の意義を理解し、意識を持って取り組み、市民サービ

スの向上のために創意工夫を実践していくことが重要です。このことを踏まえて必要なカリキュラ

ムを整備し、職員研修を計画的に実施します。 

 

イ アウトソーシングの推進 

多数の施設の健全性を正しく評価し、迅速かつ的確に必要な措置を講ずるために、「真庭市アウト

ソーシング基本方針（平成 28 年 2 月）」に則り、適切な技術力を持つ民間企業へのアウトソーシ

ングを実施します。 

 

【アウトソーシングの基本的な考え方：真庭市アウトソーシング基本方針より】 

① 安易な外注化は厳に慎むべきであり、民間ノウハウの導入や職員の能力向上に努めた上でア

ウトソーシングを推進します。 

② 「仕事のしかた」や「仕事のしくみ」等についての検証及び事務事業の廃止も含めた再検討を

し、行政が「やるべきこと」を考え、まずは、職員の意識を変えていきます。 

③ 市民が「やるべきこと」「できること」の視点で市役所の業務を精査し、「民間でできること

は民間に委ねる」を基本として、行政が直接執行すべき業務を除き、積極的にアウトソーシン

グを推進します。 

④ 職員数の減や経費の縮減、事務処理の効率化を理由としたアウトソーシングの推進ではなく、

行政サービスの充実・向上、行政が担うべき業務量に見合う適正なマンパワー確保の観点か

らアウトソーシングを推進します。 

⑤ 机上事務や管理事務のスリム化を進め、市民ニーズの現場に職員を置くことで、業務の効率

化と市民満足度向上を両立させるためのアウトソーシングを推進します。 

⑥ 「協働によるまちづくり」を進めるため、ＮＰＯ、地域組織等を公共サービスの有力な担い手

として位置づけて育成し、その特性を活かしたアウトソーシングを推進します。 

⑦ 地域にあった公共サービスの提供と「しごと」づくりを進めることが、地域資源が「回る経

済」を作る起点となります。ワークシェアの観点を入れてアウトソーシングを推進します。 
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７ フォローアップの実施方針 

（１）本計画の第１期ロードマップ 

本計画の実施展開に向けて、次のような施策を検討します。 

 

■施設再編事業 

① 適正配置方針策定：公共施設等のマネジメントを長期にわたり継続的に展開していくために、

実施方針を策定します。 

② 第１期個別実施計画策定：第１期の実施計画を策定します。 

③ 第１期個別事業実施調整：実施計画を効果的に行うために、全庁保全計画の内容を踏まえて計

画の調整を行います。 

④ 第１期個別事業実施：以上を踏まえて第１期個別事業を実施します。 

 

■全庁保全計画 

① 全庁保全計画システム導入：適正な事業執行と予算の最適化を実現するために FM システム

（全庁保全計画システム）の導入を検討します。 

② 全庁保全計画の策定：中長期を見据えた全庁保全計画を策定します。 

③ 修繕箇所の優先順位付け：公共建築物の定期診断を軌道に乗せ、その結果に基づく修繕箇所の

優先順位付けを行い、計画的な修繕と予防保全を実施します。 

④ 施設データベースの管理（設計図書類も含む）：設計図書類を含む施設データベースを構築し、

情報の一元化と全庁共有を図ります。 

 

■公会計との連携 

① 公会計導入：統一基準に基づく公会計を導入し、財務書類４表等を整備します。 

② 現状分析：各課で入力された会計伝票を把握し、セグメント情報として必要な情報を整理する

とともに、費目ごとの共通経費按分のための仕組みを検討します。 

③ セグメント分析：事業別・施設別の行政コスト計算書等を作成し、受益者負担の適正化や施設

の統廃合などを検討するためのベースとします。 

④ 財政シミュレーション：セグメントベースでの中長期的な財務シミュレーションを実施しま

す。 

⑤ 市民公表財務書類作成：公会計のもとで市民公表財務書類を作成します。 

 

■推進体制 

① 専任組織設置：公共施設等総合管理を主管する専任組織を設置します。 

② 庁内連携体制構築：上記組織の分掌等を明確にし、本計画を進めていく上での庁内連携体制を

構築します。 

③ 市民合意形成チャネルの構築：市民との合意形成を図るための市民説明会やワークショップ

など複数のチャネルを構築します。 

 

■モニタリング 

① KPI（目標等）設計：マネジメントの原則に則って、実施展開のためのKPI（重要業績評価指

標）を設計します。 
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② KPI モニタリング開始：上記で定めた KPI について実施結果をモニタリングし、計画の見直

しにフィードバックします。 

③ 財政検証開始：上記のKPIを財政面からも検証します。 

 

以上を踏まえて、第１期ロードマップを図表3.8に示します。 
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図表 3.8 第 1期実施計画ロードマップ 

 
H２９年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

施設再編事業

適正配置方針策定

第１期適正配置個別実施計画策定

第１期適正配置個別事業実施調整

第１期適正配置個別再編事業実施 目標　10％縮減

総合保全計画

全庁計画保全システム導入

全庁保全計画の策定

修繕箇所の優先順位付けと予算化

施設データベースの一元管理化

公会計との連携

公会計導入 財務書類４表作成との連携

現状分析（会計伝票の整理等）

セグメント分析

財政シミュレーション

市民公表財務書類作成

推進体制 専任組織の設置

庁内連携体制構築

市民合意形成チャネルの構築

モニタリング KPI（目標等）設定 公共施設等マネジメントの原則

KPIモニタリング開始

財政検証開始

区分 項目
第１期計画

備　考前　期 後期

第１期個別事業実施調整へフィードバック

市民公表財務書類作成と連動

以降計画的な修繕及び予防保全の実施
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（２）マネジメントサイクルの形成 

本計画の展開に際しては、図表 3.9に示すマネジメントサイクルによって確実なフォローアップ

を行います。 

 

図表 3.9 総合管理計画マネジメントサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施 計画 

見直し 検証 

✓公共施設等の評価 

✓個別計画の策定 

✓予算等の要求 

✓計画展開の意思決定 

✓事業の実施 

✓関係機関との連携 

✓効果的なアウトソーシング 

✓継続的なモニタリング 

✓検証結果の分析 

✓公共施設等再評価 

✓計画の見直し 

✓研修等へのフィードバック 

✓目標値と実施結果の検証 

✓財政面からの検証 

✓検証結果の情報公開 

マネジメント

サイクル 

官民連携事業等 

効果的な手法への取組 
市民との合意形成 

職員研修の実施等 

（職員の意識改革） 
市民・議会への情報公開 

Check Act 

Do Plan 
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（３）本計画の検証について 

ア 評価指標について 

本計画では、公共施設等マネジメントの原則に関する評価指標を検討し定めるとともに、これら

の値を通じて計画の展開をモニタリングし、その実施状況や有効性を検証し公開します（図表 3.10

参照）。 

 

図表 3.10 評価指標例 

視点 マネジメント指標（KPI） 目標値 

（全体の方向性） 

公共施設等マネジメント

の原則 

✓ 新たな機能を有する公共建築物

の整備抑制 

✓ 公共建築物保有量の段階的縮減 

✓ 公共建築物の機能に着目した再

配置の実施 

✓ 公共建築物の有効活用 

✓ 公共施設等のライフサイクルコ

ストの最適化 

✓ 市民と共に実施する持続可能な

公共施設等のマネジメント 

✓ 詳細は実施計画におい

て定める 

（個々の施設の在り方） 

個別計画 
✓ 利用者数、利用者満足度等 

✓ 詳細は個別計画で設定

する 

 

イ 財政側面からの検証について 

公共施設等のマネジメントが財政的課題の解決を図る観点、いわば公共施設等が財政に与えてい

る影響を随時検証し、持続可能な水準にあるか否かを検討します（図表 3.11 参照）。 

 

図表 3.11 本計画の進捗を財政面から検証するための指標例 

目的：財務的視点 検証・確認すべき指標 

① 財政規律の堅持 

：健全性（ストック＆フロー） 

健全化判断比率 

✓ 実質赤字比率  

✓ 連結実質赤字比率 

✓ 実質公債費比率  

✓ 公営企業資金不足比率 

✓ 将来負担比率 

市民一人当たり連結有利子負債残高（万円） 

：世代間公平性（ストック） 社会資本形成の世代間負担比率 

(有利子負債÷公共資産）：連結 

② 資産の継承 

：資産形成度（ストック） 

資産老朽化比率 

※総務省改訂モデルから新会計基準への移行により、数値

が変動することが想定される 

③ 高品質な財政運営 

：弾力性（フロー） 

経常収支比率 

公債費負担比率 
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第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

１ 公共建築物再編（適正配置）の実施手法 

公共建築物再編の実施手法として、まず本計画で定めた要求事項を起点に、施設カルテ等既存建

物のデータベースの構築及び評価を行い、この評価等を基に公共施設等マネジメントの原則に則り

再編の実施展開へと進めていきます（図表 4.1参照）。 

 

図表 4.1 公共建築物の再編サイクル 

 

  
（１）要求事項の確認

　ア　本市の現況や課題の認識
　イ　公共施設マネジメントの原則
　ウ　計画期間及び目標の設定

（２）施設情報データベース構築及び評価段階

　ア　建物評価
　 　イ　コスト評価

　ウ　サービス評価

（３）　公共建築物の再編実施

　ア　再編方針の検討
　イ　再編方針の決定

　　 　ウ　再編実施計画の策定

　

施設カルテ等

公共建築物

の

再編実施

実施結果の

フィードバック

公共施設等

マネジメン
トの原則

新たな機能を有
する公共建築物
の整備抑制

公共建築物保有
量の段階的縮減

公共建築物の機
能に着目した再
配置の実施

公共建築物の有
効活用

公共施設等のラ
イフサイクルコ
ストの最適化

市民と共に実施
する持続可能な
公共施設等のマ
ネジメント
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（１）要求事項の確認 

本計画の目標は、「第３章５ 目標の設定」で定めたとおり財政的なかい離の解消とサービス水準

の維持です。公共建築物の再編に際しては、マネジメントの原則に則り確実にできるものから実施

し、その結果を振り返りながら目標の達成を目指します。 

 

（２）施設情報データベース構築及び評価 

施設情報データベース構築及び評価では、施設情報データベースまたは施設カルテ等を基に既存

施設の情報を共有し、施設の評価・分析を行います（図表 4.2 参照）。 

データベース等で管理する項目は厳選し、データの取得などは可能な限り日常業務を通じて自動

的に収集できる仕組みを構築します。 

 

図表 4.2 主な評価項目例 

区分 評価の内容等 

（１）建物評価 

①安全性 （耐震性、防火性、利用者の安全性等） 

②環境性 （バリアフリー、利用者の快適性、周辺環境等） 

③点検・診断等の結果（劣化状況、老朽度等） 

（２）コスト評価 

①収入（使用料・手数料等、事業収入等） 

②維持管理費（光熱水費、委託料、使用料、修繕費等） 

③運営費（人件費、指定管理委託料等） 

④資本的支出（公有財産購入費、工事費等） 

⑤再調達価格、減価償却費、ライフサイクルコスト等 

（３）サービス評価 
①利用状況（利用者数、稼働率、開館日数等） 

②提供サービスの内容（種類、重複性等） 

 

（３）公共建築物の再編実施 

ア 再編（適正配置）方針の検討 

再編方針を検討するに当たっては、各施設の評価を踏まえた上で全市的な視点で施設類型ごとの

検討を行い、各個別施設の再編方針を定めます。ここで重要なのは、建物そのものと機能・サービ

スに分け、それぞれについて評価と再編方針の検討を行うことです。建物自体を廃止する場合であっ

ても、必要な機能・サービスについては維持し、市民サービスの低下をきたさないよう配慮するこ

とが必要です。 

そこで、機能・サービスの優先度、すなわち「何を残すべきか」を判断するためのガイドライン

として「機能優先度分類」（図表 4.3参照）と、施設が及ぼす機能・サービスの提供範囲を示す「利

用圏分類」（図表 4.4参照）を定め、公共サービスの必要性、提供方法の妥当性と効率性を判断し

ます。 
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図表 4.3 機能優先度 

優先度 定 義 再編の考え方 

最優先 

機 能 

義務教育施設、庁舎・消防施設、図

書館、子育て支援施設、保健・福祉

施設等、公共が担うべき機能とし

ます。 

✓ 安全性の確保と利便性の高い必要機能を提供

します。 

✓ 消防等特殊な施設を除き、施設の複合化や集約

化、民間施設の活用等も検討します。 

優 先 

機 能 

市民ホール、スポーツ施設等公共

サービスとして最優先に準ずる機

能とします。 

✓ 最優先機能と同様に、安全性の確保と利便性の

高い必要機能を供します。 

✓ 施設の広域化、複合化や集約化、民間施設の活

用等も検討します。 

その他 上記以外の機能 

✓ 施設の廃止、用途変更、民間活用、譲渡等あら

ゆる可能性を検討します。 

✓ 施設廃止に伴うサービスの低下を補完する

サービスを検討します。 

 

 

図表 4.4 公共建築物の利用圏分類 

利用圏 

分 類 
定 義 再編の考え方 

広域施設 

広域施設とは、市域を超え近隣自

治体との役割分担が可能な施設

や、市外からの集客も目的とした

施設とします。 

✓ 近隣自治体との共同利用を視野に入れ、更新・

維持管理の負担軽減及び利便性向上を図りま

す。 

✓ 収益が見込まれる施設は、積極的に民営化を

進めます。 

全市施設 

全市施設とは、市全体での共同利

用を基本としている施設としま

す。 

✓ 市域における施設の重複を排除し、施設の複

合化・多機能化による再配置を進めます。た

だし、南北に長い本市の地理的な状況を勘案

し、段階的な再編も視野にいれます。 

✓ 交通対策等補完サービスにより距離がもたら

す利便性の低減を補います。 

生活圏 

施 設 

生活圏施設とは、※地域包括ケアシ

ステムの「日常生活圏」相当のエリ

アでの利用を基本としている施設

とします。 

✓ 生活圏ごとに施設の複合化・多機能化による

再配置を進めます。 

✓ コミュニティ施設との機能連携を図ります。 

コミュニ

ティ施設 

コミュニティ施設とは、各コミュ

ニティ（概ね徒歩圏）での利用を基

本としている施設とします。 

✓ コミュニティでは公民館や小学校等が多機能

的な役割を担います。 

✓ 集会所は、民間への機能移転や地元市民への

譲渡を基本として考えます。 

※地域包括ケアシステムの「日常生活圏」とは、介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や
地域で暮らし続けられるように、「医療・介護・介護予防・生活支援・住まい」の５つのサービ
スを概ね 30 分以内に一体的に受けられる日常生活の場（具体的には中学校区）を日常生活圏と
して想定しています。 
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図表 4.5 公共建築物の類型と利用圏分類 

区分 大分類 中分類 

利用圏分類 

広域 全市 生活圏 
ｺﾐｭﾆ 

ﾃｨ 

普通会計 

市民文化系施設 集会施設   ○ ○ 

 文化施設  ○ ○  

社会教育系施設 図書館  ○   

 博物館等 ○ ○   

スポーツ・レクリ

エーション系施設 

スポーツ施設 ○ ○   

レクリエーション施設・観光施設 ○ ○   

学校教育系施設 学校   ○  

 その他教育施設  ○   

子育て支援施設 幼稚園・保育園・こども園   ○  

 幼児・児童施設  ○   

保健・福祉施設 高齢福祉施設  ○   

 保健施設  ○   

 その他社会福祉施設  ○   

医療施設 医療施設 ○ ○   

行政系施設 庁舎等  ○   

 消防施設  ○ ○  

 その他行政系施設  ○ ○  

公営住宅 公営住宅  ○   

供給処理施設 供給処理施設 ○ ○   

広 域 施 設：市域を超え、近隣自治体における役割分担を基本としている施設 

全 市 施 設：市全体での共同利用を基本としている施設 

生 活 圏 施 設：地域包括ケアシステムの「日常生活圏」相当のエリア（概ね中学校区）での利用を基
本としている施設 

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設：各コミュニティ（概ね徒歩圏）での利用を基本としている施設 

 

 

イ 施設の再編方針決定 

以上の検討を踏まえて、機能・サービスであれば、①拡充、②現状維持、③縮小、④休止・廃止、

などの再編方針を決定します。また、建物についても、①改修、②現状維持、③更新・再編、④廃

止・解体、などの方針を決定します。機能・サービスを維持する場合でも必ずしも建物を残す必要

がない場合もあります。 

 

図表 4.6 既存施設の再編方針の決定 

① 機能・サービス ② 建物 

 
・拡充 
 
・現状維持 
 
・縮小 
 
・休止・廃止 
 

 
・改修（規模縮小を含む） 
 
・現状維持 
 
・更新・再編 
 
・廃止・解体 

※建物の再編とは、複合化・統合、集約化、分散化などの再編手法を適用することです。 
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■施設廃止の場合の留意点 

老朽化が著しい施設や利用度・稼働率が低い施設を中心に、その必要性を再検討し、必要性の

乏しい公共サービスについては施設・機能ともに廃止します。廃止によって市民サービスの水準

低下が伴う場合は、その必要度に応じて代替サービス等を検討します。これらは、廃止を決定し

てから行うのではなく、市民・地域協働による公共施設等マネジメントの原則に則り、市民等と

の対話の中で可能な限りの合意形成を図ります。 

 

■施設更新の場合の留意点 

施設の更新を行う場合は、施設の評価結果を踏まえてその理由や目的を明確にするとともに、

土地や建物について、単独更新以外の統合や複合化についても検討するなど、必ず再編等実施手

法との整合を図る必要があります。 

また、まちづくりとの整合性の観点からは、市の中心拠点や生活拠点内を優先的に整備する一

方、それ以外での更新については、拠点内への移転や機能統合などを促すことを検討します。さ

らに、自然災害による被害の軽減等を図るため、中心拠点や生活拠点内など、重点的に守るべき

市街地の配置を考慮した上で、災害危険地域での公共施設の再築、改修等は極力避けることとし

ます。 

 

ウ 施設再編の実施計画策定 

施設再編の実施計画策定に当たっては、対象施設が耐用年数を迎える少なくとも５年前には、実

施時期、実施手法、実施費用、削減効果等の検討に着手します。 

 

（４）施設再編の実施手法について 

以上の検討を経て、具体的な再編等実施手法を選定します（図表 4.7参照）。ここで、「ア共通

手法」は、全ての利活用施設の運用等に適用される共通の手法です。また、「イ個別手法」は、公

共サービスを休止・廃止する場合と、公共サービスの提供を継続するために既存施設の更新を行う

場合に大別されます。 
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図表 4.7 再編等実施手法と効果 

区 分 再編等手法 

量的効果 質的効果 

面 

 

積 

建 

設 

コ 

ス 

ト 

 

維 

持 

コ 

ス 

ト 

 

サ 

｜ 

ビ 

ス 

向 

上 

ま

ち 

づ 

く 

り 

効 

果 

民 

間 

利 

益 

拡 

大 

ア 共通手法 

①官民連携手法等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

②コスト縮減   ○    

③長寿命化 ○ ○     

④受益者負担の見直し   ○    

イ 個別手法 

公共サービス

機能の休止・廃

止 

①用途変更  ○   ○  

②跡地活用  ○   ○  

③民間活用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

④代替・補完サービス ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

公共サービス 

機能の継続 

⑤改修（規模縮小を含む） ○  ○ ○ ○ ○ 

⑥複合化・統合 ○  ○  ○  

⑦集約化 ○  ○  ○  

⑧分散化    ○ ○  

⑨広域化   ○ ○ ○  

 

ア 共通手法の導入 

施設運用等の共通手法では、施設運用等について、官民連携手法や長寿命化等すべてに共通する

手法を整理します。 

 

①官民連携手法等 

官民連携手法等は、PPP（Private Partner Ship）や PFI（Private Finance Initiative）等、民

間の資金やアイデア、活力等を公共サービスに活かす手法です。官民連携手法等を導入するメリッ

トとしては、行政と民間で適切なリスク分担が行えること、民間の資金調達やノウハウを活用する

ことで低廉かつ質の高い行政サービスの提供、それに伴う行政の財政負担の軽減、地域事業者の参

画による地域経済の活性化などがあげられます。 

 

②コスト縮減 

光熱水費、人件費等の削減、運営の効率化等によりコスト縮減を図ります。 
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③長寿命化 

長寿命化については、「６ 維持・運営の実施方針 （５）長寿命化の実施方針」（P34）を参照

して下さい。 

 

④受益者負担の見直し 

受益者負担の見直しは、施設の利活用に関して施設使用料の適正化（受益者負担の適正化）を図

ることです。 

実際に受益者負担の見直しを行うか否かについては、個々の状況を十分勘案する必要があります

が、維持管理費（人件費、光熱水費、委託費等）と減価償却費を受益者負担の対象として、施設の

維持のみならず将来継承する施設の建替費用についても利用者に課すことを検討します。 

 

イ 個別手法の導入 

個別手法では、公共サービス機能を休止・廃止するために、用途変更や跡地活用等を行う場合や、

公共サービス機能を継続するために、既存施設の改修や複合化・統合、集約化等を行う場合の手法

を整理します。 

 

①用途変更 

用途変更は、既存施設の全体あるいは一部を他の用途へ変更し有効活用する手法です。施設カル

テ等により、余剰の公共施設や公共施設内の空き部屋等の状況を把握しておき、これにより別途、

必要性が高まったサービスや不足サービスを補うことを検討します。 

 

 

 

 

 

②跡地活用 

跡地活用は、施設の統廃合等によって既存施設が除却されるなどの理由により発生した跡地に、

新たな機能を導入して活用する手法です。これには、民間活用や売却も含まれます。 

今後、施設の統廃合が進む中で、跡地化した公有地が多数発生することが考えられます。従前施

設の用途廃止の可能性が浮上した場合には、必ず跡地の利活用と併せて検討し、暫定的な利用も含

めて未利用の公共施設が長期にわたって放置されることのないように取り組みます。 

 

 

 

 

 

③民間活用 

民間活用は、施設を民間に貸付・譲渡または売却し、市民には民間施設として利用してもらうこ

とを指します。 

譲渡は一般に無償で行い、その後の維持管理は市民が自ら行います。したがって、維持・運営費

に関わる市の負担はなくなります。施設の譲渡を行った場合は、将来の更新費は、市が負担しない

より必要性の高いサービスに用途を変更する。

既存施設を除却した土地を民間等で活用する。
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場合と市が助成する場合が考えられますが、このことについても市民との対話を通じて具体的に適

正な方法を見つけ出します。 

 

 

 

 

 

④代替・補完サービス 

代替サービスは、これまで施設が提供していた公共サービスを、ＩＴシステム等を活用して別の

方法により提供する手法です。対象としては、移動図書館や電子図書館等が考えられます。 

補完サービスは、施設の統廃合によりサービスを提供する施設そのものの数が減ることによる不

便さを補うサービスを指します。バスやデマンドタクシー等の市民の移動を助ける手法やコンビニ

が役所の代わりをして市民票を発行したり、所得証明を取得できるようになっている事例1もありま

す。このようなサービスを駆使して、施設総量の縮減に伴うサービスの低下を防ぎます。 

 

 

 

 

 

 

⑤改修（規模縮小を含む） 

改修は、必要機能に応じて行いますが、規模を見直し、必要に応じてそれを縮小することにより、

総量及び維持管理コストの縮減を図る工夫も行います。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥複合化・統合 

複合化は、複数の施設及び機能を一つの建物に統合・並置する手法です。このことによりエント

ランスや通路、会議室、給湯室、トイレ等を共用部分として整備するため、その分整備費や運営費

を縮減することができます。 

統合は、同一用途の複数の施設を１ヶ所の施設にまとめ合わせる手法です。総量の圧縮、分散か

ら集中によりサービス向上、維持管理コストの縮減につながります。 

  

 
1 秦野市では市役所の敷地内にコンビニを導入し、住民票発行や所得証明等公共サービスの一部を提供している。 

 

既存施設が提供していたサービスを他の施策で代替する。

既存施設を改修、必要に応じて規模を縮小する。

既存施設を民間に貸付・譲渡・売却する。

地方公共団体 民間団体
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⑦集約化 

集約化は、複数の施設が持つ類似する機能を一つの施設にまとめる手法です。例えば、会議室は、

公民館、集会所、文化ホール、庁舎、学校、図書館等に存在します。これらの稼働率を勘案しなが

ら、全体として必要な量に縮減していくことを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧分散化 

分散化とは、サービスを一定のエリアに対して分散して配置する手法です。利用圏域がコミュニ

ティや生活圏と密着し利便性・サービス提供の効率性が高まる一方で、利用者密度が低い場合には、

運営が成り立たなくなる懸念があります。本市の場合には、施設そのものの分散より、代替・補完

サービスによってこの手法の有効性を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

複数の施設及び機能を一つの建物に統合・並置する。

複数の施設が持つ類似機能を一つの施設にまとめる。

会議室等 会議室等

サービスを一定エリアに分散する。

老人介護等 老人介護等
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⑨広域化 

広域化は、市外の市民も利用可能な施設を広域で役割分担してサービス提供を行う手法です。広

域化には、一部事務組合・広域連合等により共同でサービスを提供する場合、自ら施設を所有し広

域に対してサービスを提供する場合及び施設を所有せずにサービス提供を受ける場合等を検討しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広域圏でサービスを相互利用する。

A市

B市 C町利活用 利活用
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２ 公共建築物に係る施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

以上の公共建築物の再編実施手法を踏まえ、施設等を通じて提供している行政サービスの性質（優

先度）及び当該行政サービスを享受している利用者の圏域などの２つの視点から見直しの考え方を

整理した上で、施設の用途別分類ごとに今後の方向性を検討していくこととします。 

 

（１）提供されている行政サービスの性質を踏まえた見直しの検討 

①最優先機能 

 公共サービス、公共建築物ともに必要だが施設の規模の適正化が必要である場合は、類似の

施設を統廃合し、質の向上と量の見直しを検討することとします。 

 公共サービス、公共建築物ともに必要だが、独立した施設である必要がない場合は、拠点的

な施設を定め、分野を問わず多目的で活用することを検討します（複合化）。また、施設を

広域連携により運営し効率化を進めることが可能なものについては広域化を検討することと

します。 

 

②優先機能 

 公共サービスとして提供する必要性はあるが、必ずしも公共建築物で提供すべき必要性がな

い場合は、行政財産から普通財産に転換した上で、利用者または利用団体に貸し付け、運営

のすべてを引継ぎ、管理主体として運営することを検討することとします。 

 代替サービスが可能なものについては、従来の公共サービス手法を見直した上で、公共建築

物の廃止又は規模の縮小を検討することとします。 

 

③その他 

 公費により公共サービスを提供する必要性が乏しい、または、公費による公共サービスと同

様のサービスを民間等で提供することが可能である場合は、公共サービス、公共建築物をと

もに廃止することを検討します。また、民間移管が可能なものについては、公共建築物を民

間に譲渡又は貸付し、民間による類似サービスの提供を検討することとします。 

 

なお、「統廃合」「複合化」「広域化」において、統廃合や複合化の拠点となり、長期的活用を前

提とする施設については、「予防保全」による長寿命化を進めることとします。 

一方、拠点的な施設以外の施設については、適切な維持補修を行いつつも、大規模改修などが必

要となった時点で建物の使用を見直すこととします。 

 

（２）利用者の圏域などを踏まえた見直しの検討 

①広域施設 

 広域施設は、市域を超え、近隣自治体との役割分担を基本としている施設や、市内だけでな

く市外からの集客を目的とした施設です。 

 拠点的な施設として、他の施設機能の複合化や空きスペースの積極的な活用を進めるととも

に、PFI などの手法も視野に入れながら大規模改修、施設の長寿命化等に取り組むこととし

ます。 
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②全市施設 

 対象は、市域全体での利用を基本単位として、各用途における業務・活動拠点の中心として

位置づけられる施設です。 

 各施設の用途や利用状況など将来的見通しを踏まえた上で、全市施設としての位置づけ、適

正な施設数及び配置を検討することとします。 

 同時に、拠点的な施設として、他の施設機能の複合化や多目的利用、空きスペースの積極的

な活用を進めるとともに、最適な管理運営と長寿命化に取り組むこととします。 

 

③生活圏施設 

 生活圏域として、地域包括ケアシステムの「日常生活圏」相当のエリア（概ね中学校区）で

の利用を基本単位とし、主に、周辺住民が生涯学習やレクリエーションの拠点として利用し

ている施設が対象です。 

 地元や周辺住民が生涯学習やレクリエーションの拠点として利用している施設は、地域の実

情を踏まえた上で、サービス提供の充実や維持管理コストの縮減、利用環境の向上とのバラ

ンスを図りつつ、公民館など区域の中心となる施設を拠点的施設として位置づけ、他の施設

機能の複合化や多目的利用、空きスペースの積極的な活用を進めるとともに、民間ノウハウ

の活用による運営の拡大や長寿命化に取り組むこととします。 

 小中学校や保育園・幼稚園は、別途、地域の実情などに応じて、それぞれに配置方針、個別

計画を策定し、適正な施設数及び配置を検討することとします。 

 

④コミュニティ施設 

 概ね徒歩圏域（具体的には地域自主組織・自治会単位）で設置、活用されている集会施設等

が対象です。 

 他の類似施設の運営手法との整合や地域の実情を十分に考慮した上で、利用者や利用団体な

どの理解を得ながら利用団体等への管理の移管、譲渡及び他施設への複合化などを進めるこ

ととします。 

 山間部の地域など、地域の実情や特性を踏まえると、他地域と一律に施設の方向性を判断す

ることがそぐわない地域に所在する施設は、地域の活性化という視点を保ちながら、地域の

実情に沿った施設運営、多機能化・複合化を検討することとします。 

 廃校などの遊休資産については、地域との調整を図りながら、全国公募の実施や民間提案な

どによる新しい産業や雇用の創出など、地域活性化に資する活用を積極的に進めます。 

 

⑤その他施設 

 上記①から④までに該当しない、文化財に指定される建造物や遺跡及び休憩所やトイレなど

の小規模建造物が対象です。 

 文化財である建造物や遺跡については、民営化や統廃合などの対象にそぐわないことから検

討対象外の施設とし、文化財保存の観点から適正な管理や維持を行います。 

 休憩所やトイレなどの小規模施設は、利用状況や地域環境などを見極めつつ、状況に応じた

管理と使用の見直し等を検討します。 
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（３）施設類型（大分類）の今後の方向性の検討 

※複合施設は、主となる施設へのみ計上しているため、実際の施設数・面積と合わない場合があります。 

 

①市民文化系施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇集会施設 42 12,693 ㎡ 
149.9 億円 

〇文化施設 5 15,887 ㎡ 

 

＜集会施設の概要＞ 

 集会施設は、貸室の利用や生涯学習、文化活動などを推進する場です。主な施設には、広域

の拠点施設として多くの住民が利用する公民館の地区館、近隣住民が主に利用する公民館分

館やコミュニティセンター等があります。 

 これまで、利用者が限定されるコミュニティハウス等小規模集会所の地元譲渡や落合公民館

と落合庁舎との統合による施設の複合化などを進めてきました。 

＜文化施設の概要＞ 

 市民センターは、文化振興活動の中核施設として、ホールなどの大規模な設備を有する施設

です。また、ホール以外にも、会議室や和室、調理室などの貸室を提供する集会施設として

の機能を有しています。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 受益者負担割合が低い施設は、利用者の増加に向けた取組みを行った上で、利用の増加が見

込めない場合には使用料、減免利用の見直しを検討していきます。 

 ホールを有する施設は、老朽化に伴い音響などの設備の修繕費が大きくなる傾向があるため、

適正な維持管理を行っていきます。 

 直営で運営している施設は、指定管理者制度を導入するなど、管理主体や運営形態の見直し

を検討していきます。 

 市民センターは、地域の中核的な施設として位置づけられており、災害時の二次避難所とし

ての役割も有しています。さらに、施設規模が大きいため、将来的に周辺施設の機能を統合

し複合的なサービスの拠点とすることも検討していきます。 

 施設の利用状況を基本に、市民の利便性の向上、稼働率の向上、サービスの必要性、民間活

力の活用に配慮しつつ、人口減少率（全年齢）を一つの目安として、施設の統廃合や施設の

機能・規模の見直しを検討していきます。 

 

②社会教育系施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇図書館 2 941㎡ 
21.7 億円 

〇博物館等 9 2,981 ㎡ 
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＜図書館の概要＞ 

 図書館は、図書、DVD などの資料を収蔵し、幅広い年齢層の住民に対して図書貸出や視聴覚

サービスを提供する、生涯学習の場です。また、一部の図書館は、小中学校の図書室を補完

する役割を担っています。 

 勝山図書館は勝山振興局庁舎を新たに中央図書館に改修し、平成 30 年度から供用開始予定

です。 

 その他の図書館のほとんどが、すでに庁舎や市民センターとの複合化により、施設の一部を

図書館として利用しています。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 将来の人口減少や財政状況を勘案しつつ、市全体の図書館の機能、規模を検討していきます。 

 庁舎などの施設の一部を利用している図書館や、小中学校図書室の補完機能を有している図

書館は、関連施設のあり方と一体で施設の適正配置等を検討していく必要があります。 

 

＜博物館等の概要＞ 

 博物館等は、地域固有の風土や歴史を紹介する資料の展示や収蔵などを行っており、観光客

などを含む市外からの利用者もあります。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 受益者負担割合が低い施設は、観光客などを含む市内外からの利用者の増加に向けた取組み

を行った上で、利用の増加が見込めない場合には使用料、減免利用の見直しを検討していき

ます。 

 時期によって利用者数の変動が大きい施設については、閑散期における閉館日の調整などを

検討していきます。 

 指定管理者制度を導入するなど、運営形態の見直しを検討していきます。 

 将来の人口減少や財政状況を勘案しつつ、市全体の博物館等の機能、規模を検討していきま

す。 

 

③スポーツ・レクリエーション施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇スポーツ施設 28 32,611 ㎡ 

228.2 億円 〇レクリエーション施設・観

光施設 
88 29,321 ㎡ 

 

＜スポーツ施設の概要＞ 

 スポーツ施設は、グラウンドや体育館など 10種類以上の施設がありスポーツや文化の振興、

コミュニティ、教育活動の拠点です。観光施設の周辺にあるスポーツ施設は、観光客など市

外からの利用もあります。なお、23施設で指定管理者制度を導入しています。 
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 平成 17 年の岡山国体の競技会場として整備した施設や、地域住民が利用する施設まで様々

な規模の施設があります。 

 上記施設の他にも、学校開放による小学校体育館などの利用が可能です。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 老朽化が進行した施設の更新時期の平準化を図る必要があります。 

 受益者負担割合が低い施設は、利用者の増加に向けた取組みを行った上で、利用の増加が見

込めない場合には使用料、減免利用の見直しを検討していきます。 

 指定管理者制度を活用している施設は、指定替えの時期に合わせて維持管理経費の見直しな

どを検討していきます。また、直営で運営している施設は、指定管理者制度を導入するなど、

運営形態の見直しを検討していきます。 

 施設用途の性質、利用圏域及び人口減少率を一つの目安として、施設の統廃合や施設の機能・

規模の見直しを検討していきます。 

 

＜レクリエーション・観光施設の概要＞ 

 レクリエーション・観光施設は、宿泊施設、特産品販売、温泉など 7種類の施設があり、自

然や観光資源を活かしたレクリエーションや観光の拠点です。なお 25 施設で指定管理者制

度を導入しています。 

 平成以降に整備された新しい施設が多くを占めています。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 受益者負担割合が低い施設は、観光客などを含む市内外からの利用者の増加に向けた取組み

を行った上で、利用の増加が見込めない場合には使用料、減免利用の見直しを検討していき

ます。 

 時期によって利用者数の変動が大きい施設については、閑散期における閉館日の調整などを

検討していきます。 

 指定管理者制度を活用している施設は、維持管理経費の見直し、民間との競合する施設につ

いては、民営化・譲渡などを検討していきます。また、直営施設についても、指定管理者制

度の活用や民営化、譲渡などを検討していきます。 

 

④産業系施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇産業施設 38 7,921 ㎡ 35.9 億円 

 

＜産業系施設の概要＞ 

 地域で生産された農産物の製造から加工までを行い、農林畜産物の生産振興と地域農業の活

性化を図るための施設であり、宿泊施設や観光施設に付随して設置されていることから、商

業や観光を振興する役割も担っています。なお、3施設で指定管理者制度を導入しています。 

  一部の施設を除き、農林畜産業に従事する住民の利用が中心となっています。 
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＜今後の検討事項・方向性＞ 

 産業系施設は利用者が限定されているため、受益者負担割合が低い施設は、使用料、減免利

用の見直しを含めた検討を行っていきます。 

 指定管理者制度を活用している施設は、指定替えの時期に合わせて維持管理経費の見直しな

どを検討していきます。 

 利用者が限定される施設については、施設用途の性質、利用圏域及び利用状況等を一つの目

安として、施設の統廃合や施設の機能・規模の見直しを検討していきます。 

 

⑤学校教育系施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇学校 30 115,145 ㎡ 
426.9 億円 

〇その他教育施設 6 2,635 ㎡ 

 

＜学校施設の概要＞ 

 学校教育法に基づき設置している小学校・中学校です。 

 安全確保の視点から、これまでに、すべての施設の耐震化工事を実施しました。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 学校の児童生徒数は総じて減少傾向にある中、「真庭市立小・中学校適正配置実施計画」に

基づき、極小規模校については、実態を踏まえながら段階的に適正配置を進めます。 

 児童・生徒数の推計等から、時代に即した教育環境の充実を図るため、小・中一貫教育への

対応なども注視しながら、長期的な視野で適宜、適正配置の見直しを検討していくこととし

ています。 

 小中学校は、本市が保有する公共建築物全体の延床面積の約 33％を占め、今後、老朽化等に

より多額の改修や更新経費が見込まれることから、建築年数等を考慮した的確な工事手法に

より長寿命化を図ります。 

 統廃合等により、廃校となった施設は、払い下げや貸付による施設の有効活用を図ります。

ただし、老朽化が著しい施設については、取り壊しも含めて検討します。 

 

＜その他教育施設の概要＞ 

 教員住宅は、教職員の居住先を確保するため、民間賃貸住宅が少ない地域の住宅需要を補完

することを目的としています。 

 廃校等遊休施設は、過去に実施した小中学校施設の建替え及び統廃合に伴い生じた施設であ

り、現在は、不登校児童・生徒が学校復帰するための教育支援センターとして利用されてい

ます。 
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＜今後の検討事項・方向性＞ 

 教員住宅は、民間賃貸住宅の増加など市が維持運営する必要性が低くなってきているため、

入居数の少ない施設は用途廃止を検討していきます。 

 廃校等遊休施設については、今後、大規模改修等が必要になった場合には、必要な機能を別

の施設へ移転するなどして、用途を廃止するとともに、払い下げや貸付などによる施設の有

効活用を図ります。 

 老朽化が著しい施設については、取り壊しを検討していきます。 

 

⑥子育て支援施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇幼稚園・保育園・こども園 28 17,243 ㎡ 
69.9 億円 

〇幼児・児童施設 2 758㎡ 

 

＜幼稚園・保育園・こども園の概要＞ 

 保育園は、児童福祉法に基づき 0歳児から 5 歳児までを対象に、保護者の就労などにより保

育を必要とする乳幼児を保育する施設です。 

 幼稚園は、学校教育法に基づき 3 歳児から 5 歳児を対象に子どもの健全な心身の発達に資

する教育を行う施設です。 

 こども園は、幼稚園と保育所の機能や特長をあわせ持ち、地域の子育て支援も行う施設です。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 園児数は総じて減少傾向にある中、近年の様々な保育ニーズに対応するために、「真庭市幼

稚園・保育園整備計画」に基づき、施設状況等を踏まえながら段階的に適正配置、幼保一元

化によるこども園の整備等を進めます。 

 維持存続する施設については、建築年数等を考慮した的確な工事手法により長寿命化を図り

ます。 

 

⑦保健・福祉施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇高齢福祉施設 13 3,987 ㎡ 

41.9 億円 〇保健施設 6 6,554 ㎡ 

〇その他社会福祉施設 2 534㎡ 
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＜高齢福祉施設の概要＞  

 高齢者への各種相談や健康増進に関するサービスを提供するための老人福祉センターと、介

護予防事業を行うためのデイサービスセンター、高齢福祉事業の拠点施設を配置しています。 

 4 施設で指定管理者制度を導入しています。 

 

＜今後の検討事項＞ 

 老朽化が進行した施設の更新時期の平準化を図る必要があります。 

 国や県の補助金で整備した施設は、これらの制約を考慮しつつ、今後の利活用を検討してい

きます。 

 市が実施する必要性が低いサービスについては、ＮＰＯ、民間事業者などに移管し、施設の

統廃合や民間事業者への譲渡などを検討していきます。 

 

＜保健施設の概要＞  

 地域住民の健康福祉増進に関する各種事業を行う拠点施設として、健診業務の他、放課後児

童クラブや支所機能など、複数の用途で利用しています。また、目的外使用による社会福祉

協議会や地域のボランティア団体などの拠点にもなっています。 

 2 施設で指定管理者制度を導入しています。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 国や県の補助金で整備した施設は、これらの制約を考慮しつつ、今後の利活用を検討してい

きます。 

 規模の大きい保健施設は、地域の中核的な施設として位置づけられているため、周辺施設の

機能を統合し、多機能なサービスの拠点とすることを検討していきます。 

 小規模な施設については、地域の実情や利用状況を考慮する中で、他施設への複合化、他施

設の余剰スペースの活用などを検討していきます。 

 

＜その他社会福祉施設の概要＞ 

 隣保館が対象で、地域の福祉向上や人権啓発に関する住民交流の拠点となる開かれたコミュ

ニティ施設として、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を総合的に

行っています。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 市内の配置については、市全体の人権啓発拠点施設として地域を問わず利用できるよう検討

していきます。 

 市民との関わりが深い施設であるため、その機能と安全性が維持できるよう適切な維持管理

に努めることとします。ただし、大規模改修・改築等が必要になった場合には、他の施設へ

の統合等を検討していきます。 
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⑧医療施設 

＜医療施設の概要＞ 

 真庭医療圏域の唯一の公立病院で、真庭北部地域唯一の病院である国民健康保険湯原温泉病

院をはじめ、診療所等の各医療施設は、地域に定着した施設です。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 今後、施設の老朽化等により多額の改修や更新費用が見込まれることから、病院施設の長寿

命化計画を策定し、建築年数等を考慮した的確な工事手法による長寿命化を図りながら保全

管理を行っていくこととします。 

 

⑨行政系施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇庁舎等 8 29,387 ㎡ 

192.5 億円 〇消防施設 150 10,664 ㎡ 

〇その他行政系施設 21 5,946 ㎡ 

 

＜庁舎等の概要＞ 

 本庁である真庭市役所は、自治事務全般の企画、調整などを実施する住民サービスの拠点施

設です。一方、振興局は、地域に身近な行政拠点として窓口サービスや本庁業務の補助を担っ

ています。 

 落合振興局は、平成 28年 4 月から、新たに整備された落合総合センター内に設置されてい

ます。落合総合センターは、庁舎、市民センター、公民館、図書館、保健センターの機能を

併せ持つ複合施設です。 

 勝山振興局は、平成 29 年度から勝山文化センター内に設置されます。勝山文化センターは

庁舎、市民センター、公民館の機能を併せ持つ複合施設です。 

 

＜今後の検討事項＞ 

 老朽化が進行した施設の更新時期の平準化を図る必要があります。 

 庁舎内の未利用スペースについては、目的外使用での貸付けなどによる有効活用や、周辺施

設からの機能移転による複合化を検討していきます。 

 

＜消防施設の概要＞ 

 常備消防施設は、本市全域及び新庄村を対象とした消防及び救急活動の拠点施設として、1

本部 1署 4分署体制で業務を行っています。また、新見市消防本部との消防相互応援協定に

より、勝山地区の一部については、救急車の相互乗り入れを行っています。 

 非常備消防施設である消防団の詰所・機庫等は、消防団活動の拠点施設として市内に 127箇

所整備されています。 
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＜今後の検討事項・方向性＞ 

 常備消防施設の整備時期は、昭和 47 年度から昭和 48 年度に集中しているため、施設の更

新時期の平準化を図る必要があり、建替えに際しては、出動時間の均衡化に向けた配置の見

直しを検討することとします。 

 消防団は、地域に密着した、地域防災のリーダーとして幅広い活動を行っています。しかし

ながら、団員数の減少、社会経済情勢の変化等により、消防団の置かれる環境は大きく変化

しており、消防団の詰所・機庫等の施設については、消防団組織の再編等を検討していく中

で、併せて検討することとします。 

 

＜その他施設の概要＞ 

 市民活動に関する相談、情報提供を行う交流定住センター、各庁舎の倉庫及び光ネットワー

クの施設などがあります。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 それぞれの機能、利用状況等に応じた施設のあり方を検討していきます。 

 

⑩公営住宅 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇公営住宅 51 38,041 ㎡ 128.2 億円 

 

＜公営住宅の概要＞ 

 様々な事情により、住宅の確保に困っている市民のために公営住宅法などに基づき市が供給

する住宅です。 

 公営住宅は、市が保有する公共施設等全体の延床面積のうち約 11％を占め、老朽化が進む

中で、施設の維持保全、改修への対応が課題となっています。 

 

＜今後の検討事項・方向性＞ 

 今後は、令和２年までを期間とする「真庭市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、予防保全

的な修繕及び耐久性等向上を図る改修等を実施することにより、公営住宅等の長寿命化とラ

イフサイクルコストの縮減を図るとともに、計画的な修繕や改修等により、建物の老朽化や

劣化による事故等を未然に防ぐなど効率的に事業を実施します。 

 新規の市営住宅の設置は行わず、老朽化している住宅施設は、集約化、用途廃止等により総

管理戸数を削減していきます。 

 

⑪供給処理施設 

対象 施設数 延床面積 
今後 40年間で必要 

見込改修・更新費用 

〇供給処理施設 6 10,633 ㎡ 32.6 億円 
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＜中間処理施設の概要＞ 

 中間処理施設（ごみ処理施設）は、市内に 3施設ありますが、供用開始から 24年が経過し

た真庭北部クリーンセンター及び 21 年が経過したコスモスクリーンセンター（岡山県中部

環境施設組合施設）は、設備・機器が老朽化し、施設の更新に向けた検討が必要になってい

ます。また、クリーンセンターまにわは安定して稼働しているものの、いずれ老朽化が進行

し、更新が必要になります。 

 

＜今後の検討事項＞ 

 本市においては、小規模な中間処理施設を複数保有しており、施設の維持管理の面で非効率

となっているため、施設の長寿命化対策も考慮しながら、施設の統合等も含め、効率的な施

設体制の構築が必要です。 

 

＜し尿処理施設の概要＞ 

 し尿及び浄化槽汚泥は旭水苑において適正に処理を行っています。しかし、旭水苑は供用開

始から 20 年が経過し、老朽化が進行しています。また、搬入量に占める浄化槽汚泥の割合

が増加し、設備面・運転管理面において課題が生じています。 

 

＜今後の検討事項＞ 

 今後は、施設の適正管理に努めるとともに、新たなし尿処理施設の整備に向けた検討を行い

ます。その際には、し尿や浄化槽汚泥をバイオマス資源として捉え、バイオマス産業都市に

ふさわしいし尿・浄化槽汚泥処理の体制を構築することとします。 

 また、「真庭市一般廃棄物資源化等基本計画」においては、今後、生ごみの分別収集を行い、

他のバイオマス資源（し尿、浄化槽汚泥）も含めて資源化を行う「生ごみ等資源化施設」を

整備することとしており、この施設では、液肥等を製造するとともに、液肥等の製造の際に

発生するバイオガスも利活用する予定です。 

 これらの施設整備及び管理については、民間の提案及び能力等を最大限活用する事業方式を

検討していきます。 

 

３ インフラ資産に係る施設類型ごとの管理に関する基本的な方針ついて 

インフラ資産については、基本的には、国の定めた「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年

11 月 29日）の行動計画として、個別施設の長寿命化計画を定め、安全・安心の確保と経費の縮減

を進めていきます。 

 

インフラ資産のうち、橋りょうについては、「橋梁長寿命化修繕計画」を策定し、従来の対症療

法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、橋りょうの寿

命を延ばすことによって将来的な財政負担の低減および道路交通の安全性の確保を図ることに取り

組みます。 

 

また、上水道及び簡易水道、並びに下水道及び農業集落排水については、公営企業会計への移行

（法適用：水道事業は実施済み）を視野に入れ、経営戦略を策定するとともに収支見通しを明らか

にし、施設の長寿命化を含む運営及び維持管理コストの縮減に取り組みます。 
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第５章 資料編 

１ 更新費用の推計条件 

更新費用推計の条件は、総務省提供の「公共施設等更新費用試算ソフト」の初期設定値を用いて

います。これらの初期設定値は、平成 23年（2011 年）3月に総務省監修の下、日本財団の助成

を受けて財団法人自治総合センターが行った 「公共施設及びインフラ資産の更新に係る費用を簡便

に推計する方法に関する調査研究」に基づくものです（図表 5.1.1、図表 5.1.2 参照）。 

 

図表 5.1.1 公共建築物の更新費用推計条件 

基本的な考え方 

✓ 公共建築物の大分類ごとに、建替え、大規模改修について、更新年数経過後に

現在と同じ延べ床面積等で更新すると仮定し、延べ床面積等の数量に更新単価

を乗じることにより、更新費用を試算する。 

数量について 
✓ 公共建築物の過去の年度ごとの延床面積を用いる。 

✓ 1950 年（昭和 25年）以前の施設については、合計した延床面積を用いる。 

更新（建替え） 

✓ 更新年数：建設年から 60 年目に建替えることとしている。 

✓ 建替え期間：単年度に建替えの負担が集中しないように建替え期間を 3年とし

ている（59年目～61年目）。 

✓ 積み残し処理を割り当てる年数：試算時点で更新年数を既に経過し、建替えら

れなくてはならないはずの施設が、建替えられずに残されている場合に、積み

残しを処理する年数を 10 年としている。 

大規模改 修 

✓ 実施年数：建設年から 30 年目に大規模改修を行うこととしている。 

✓ 修繕期間：単年度に大規模改修の負担が集中しないように修繕期間を２年とし

ている（29年目～30年目）。 

✓ 積み残し処理を割り当てる年数：試算時点で改修実施年数を既に経過し、大規

模改修されなくてはならないはずの施設が、大規模改修されずに残されている

場合に、積み残しを処理する年数を 10年としている。ただし、建設時より 51 

年以上経ているものについては建替えの時期が近いので、大規模改修は行わず

に 60年を経た年度に建替えると仮定している。 

対象施設類型 更新（建替え）単価 大規模改修単価 

市民文化系、社会教育系、行政系等施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系等施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

公営住宅 28 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

※大規模改修の単価は、建替えの約 6 割で想定するのが一般的とされているため、この想定の単価を設定

している。 
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図表 5.1.2 インフラ資産の更新費用推計条件 

インフラ資産名 分 類 更新年数 更新単価 

道 路 
一般道路 

15 年 
4.7 千円／㎡ 

自転車歩行者道 2.7 千円／㎡ 

橋りょう 

PC 橋 

60 年 

425 千円／㎡ 

RC 橋 425 千円／㎡ 

鋼橋 500 千円／㎡ 

石橋 425 千円／㎡ 

木橋その他 425 千円／㎡ 

上水道 

導水管 300mm未満 

40 年 

100 千円／m 

 〃  300～500mm未満 114 千円／m 

送水管 300mm未満 100 千円／m 

 〃  300～500mm未満 114 千円／m 

配水管 150mm以下 97 千円／m 

 〃  200mm以下 100 千円／m 

 〃  250mm以下 103 千円／m 

 〃  300mm以下 106 千円／m 

 〃  350mm以下 111 千円／m 

 〃  400mm以下 116 千円／m 

 〃  450mm以下 121 千円／m 

下水道 

管径 250mｍ以下 

50 年 

61 千円／ｍ 

管径 251～500mm以下 116 千円／ｍ 

管径 501～1000mm以下 295 千円／ｍ 

管径 1001～2000mm以下 749 千円／ｍ 

管径 2001～3000mm以下 1,680 千円／ｍ 

管径 3001mm以上 2,347 千円／ｍ 
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２ 公共建築物更新費用の推計シミュレーション 

 （１）シミュレーションの実施 

ここでは、更新年数、大規模改修の有無、除却等の条件を定めて、更新費用のシミュレーション

を行いました（図表 5.2.1 参照）。 

 

■①現況（P19図表 2.20 参照） 

【条件】 

 更新年数 60年、大規模改修 30年 

【結果】 

 延床面積 約 347,962 ㎡ 

 年間更新費用 約 33.66 億円 

 

■②長寿命化 

【条件】 

 比較的新しい建物で一定以上の規模があり、構造がしっかりしたものという条件で、1991

年以降に建築された延床面積 300㎡以上の建物で、構造が鉄筋コンクリート、鉄骨、鉄骨

鉄筋コンクリートのものを採用した。 

 更新年数 80年、大規模改修 40年 

【結果】 

 延床面積 約 12.38万㎡（全体の約 35.6%） 

 年間更新費用 約 6.11億円 

 

■③長寿命化以外 

【条件】 

 上記長寿命化以外の公共建築物について、延床面積を 40%まで縮減した。 

 更新年数 60年、大規模改修 30年 

【結果：40年間で 40%縮減した場合】 

 延床面積 約 8.50 万㎡（長寿命化分約 12.38 万㎡と合わせて約 20.88 万㎡は、全体の

約 60%） 

 年間更新費用 約 9.58億円（長寿命化分約 6.11 億円と合わせて約 15.69 億円） 
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（２）シミュレーションの結果 

以上のシミュレーション結果のうち、②長寿命化と③長寿命化以外を組み合わせて、長寿命化以

外の延床面積の縮減と年間更新費用の関係を整理しました（図表 5.2.1 参照）。なお、延床面積を

縮減した場合には、その面積の縮減に相当する維持管理費の縮減が見込めます。 

 

図表 5.2.1 シミュレーションの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.2.2 シミュレーションの結果（40年間で延床面積 40%縮減） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

約11.4億円/年

約33.7億円/年

約11.4億円/年

約15.7億円/年

かい離 約22.3億円/年

かい離 約4.3億円/年

延床面積縮減約40%

長寿命化約35.6%

現状の公共建築物を全て更新する場合 マネジメントを機能させた場合

約33.7億円/年

かい離（約4.3億円）

解消のための更なる対策
※基金充当

※維持管理費削減分で補てん

区分
対象面積
（万㎡）

費用
（億円）

備考

年間更新費用 34.80 33.66

投資可能額 11.43

かい離 22.23

年間更新費用Ａ 12.38 6.11 12.38万㎡を長寿命化した場合

年間更新費用Ｂ 22.42 25.27 長寿命化対象以外建築物の年間更新費用

年間更新費用計（Ａ＋Ｂ） 34.80 31.38

投資可能額 11.43

かい離 19.95

年間更新費用Ａ 12.38 6.11 長寿命化対象建築物の年間更新費用

年間更新費用Ｂ 11.98 13.50 長寿命化対象以外建築物の年間更新費用

年間更新費用計（Ａ＋Ｂ） 24.36 19.61

投資可能額 11.43

かい離 8.18 必要投資費用-投資可能額

年間更新費用Ａ 12.38 6.11 長寿命化対象建築物の年間更新費用

年間更新費用Ｂ 8.50 9.58 長寿命化対象以外建築物の年間更新費用

年間更新費用計（Ａ＋Ｂ） 20.88 15.69

投資可能額 11.43

かい離 4.26 年間更新費用計（Ａ＋Ｂ）-投資可能額

長寿命化
＋

延床面積

40％削減

ケース

現状

長寿命化モデル

長寿命化
＋

延床面積

30％削減
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３ 公共施設等マネジメントの仕組みづくり 

公共施設等の再編は、ともすれば総論賛成、各論反対になりがちです。長期にわたって一貫的か

つ継続的なマネジメントを展開していくためには、中長期にわたる構想から直近に控えた実施計画

までが市民を含む関係者と共有され、常に合意形成の場にあることが肝要です。 

 

そこで、専任組織を中心に、次のようなマネジメントの仕組みを検討します。 

 

１．公共建築物の再編を実施するための方針等の整備 

①公共建築物の再編を実施するための方針等を整備する。 

②本方針等では、次のプロセスを明確にする。 

 ※情報の集約及び評価プロセス 

 ※複合化や集約化等により、所管課の異なる複数施設の再編に関する検討プロセス 

 ※市民との合意形成を図るための手続きを含めたプロセス 

 ※効果的な官民連携事業を導入するための検討プロセス 

 ※立地適正化計画等関連諸計画との整合性を確保するプロセス 

 ※公共建築物再編に関わる実施結果の検証プロセス 

 

２．全ての公共建築物に関する再編計画の策定とローリング 

①上記の方針等を踏まえて、全ての公共建築物の再編計画（基本構想、基本計画、実施計画）と

更新費用を把握しておく。 

 ※耐用年数等を勘案して、再編の実施時期が 10年を超えるものは基本構想として、幾つかの

代替案を定め合意形成の場などで多面的な議論や情報交換ができるようにしておくものとす

る。 

 ※同様に 10年以内に実施するものは基本計画として、その再編方針や再編手法を明らかにし

ておく。ただし、実施計画策定までには見直しの可能性を有するものとする。 

 ※同様に 5 年以内に実施するものは実施計画として、実施時期、実施費用、再編効果等を確

定させる。 

②再編計画は、毎年ローリングして常に最新の情報を維持する。 

③再編計画の実施結果は、別途定めるKPIと財政面から検証しフィードバックする。 
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３．重点施策に対する最適化ビジョンの策定 

①学校、公営住宅、集会所、スポーツ施設など重点施策について、それぞれの再編理念と方向性

を簡潔にまとめた「最適化ビジョン」を策定する。 

 ※効率的、効果的な再編を進めるに際し、これらの施設が提供する公共サービスが市民にとっ

て如何なる意味を持つかを明らかにしておく。 

②上記２．の施設再編計画と関連させる。 

 

４．維持・運営に関わるマニュアル等の策定と費用の定量化 

①各種長寿命化計画と日常的な点検管理方針を踏まえた維持・運営マニュアルと長期修繕計画を

策定し、将来的な維持・運営費を明確にする。 

②このことにより、上記２．の更新費用と合わせて公共サービスに係る将来予算が明確になる。 

 

５．以上を公開して市民との協働体制、まちづくり支援体制などの整備を進める。 

①情報公開によって、市民との協働体制やまちづくり支援体制などを有効に機能させる。 

②積極的な情報公開による議論の中で最適な未来を見出していく。 

 

図表 5.3.1 公共施設等マネジメントの仕組みづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

再編

実施方針

整備

市民を含む関係者への情報公開

公共建築物再編計画の策定

5年以内

実施計画として、実施時期、実

施費用、再編効果等の確定

10年以内

基本計画として再編方針、再編

手法の明確化

10年を超えるもの

基本構想として幾つかの代替案

を持ち、議論を促す

重点施策に対する最適化ビジョンの策定

維持・運営に関わるマニュアル等の策定と費用の定量化
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４ 情報の一元化について 

効果的な施設マネジメントを実施するためには、関連する情報を一元化することが有効です。そ

こで、現存する関連情報を整理し、必要情報を網羅する施設情報データベースを整備し、これを核

として様々な情報の更新と公開及び利活用について検討します（図表 5.4.1 参照）。 

 

図表 5.4.1 情報の一元化の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）施設情報データベース 

施設情報データベースは、すべての建物情報を一元管理します。当面は、Excel 形式かまたは

Access などの簡易データベース形式が考えられます。管理する内容は、現在 Excel で管理してい

る「施設基本データ」、「施設財務データ」、「施設供給データ」、「建物台帳」及び「入力用公共

施設管理運営方針（全施設）」を包含する内容とします。 

建物ID 機能分類 施基_施設名称 施基_施設コード 基本_建物名称
基本_建
物マスタＩ

Ｄ

基本_建
物用途

基本_主体構造

2 コミュニティセンター・公民館久世公民館 01-051-01_01 公民館 376 公民館 鉄筋コンクリート造
98 コミュニティセンター・公民館勝山月田公民館 07-051-01_02 公民館 379 公民館 鉄筋コンクリート造
99 コミュニティセンター・公民館勝山富原公民館 07-051-01_03 集会所 380 集会所 鉄筋コンクリート造

141 コミュニティセンター・公民館当政公民館 08-051-01_01 集会所 389 集会所 木造
3 コミュニティセンター・公民館久世公民館草加部分館 01-051-01_02 集会所 377 社会教育文化施設木造

100 コミュニティセンター・公民館勝山公民館城北分館 07-051-01_04 集会所 381 集会所 簡易防火建物
102 コミュニティセンター・公民館勝山公民館荒田分館 07-051-01_06 集会所 383 集会所 簡易防火建物
101 コミュニティセンター・公民館勝山公民館神代分館 07-051-01_05 公民館 382 公民館 鉄骨造
103 コミュニティセンター・公民館勝山公民館星山分館 07-051-01_07 集会所 384 集会所 簡易防火建物
104 コミュニティセンター・公民館勝山公民館江川分館 07-051-01_08 集会所 102 集会所 木造
105 コミュニティセンター・公民館勝山公民館江川分館 07-051-01_08 集会所 385 集会所 コンクリートブロック
165 コミュニティセンター・公民館湯原公民館豊栄分館 09-051-02_02 公民館 388 公民館 簡易防火建物

1 コミュニティセンター・公民館目木勤労者研修センター 01-050-01_01 研修所 315 研修所 簡易防火建物
138 コミュニティセンター・公民館美甘コミュニティセンター 08-050-01_01 集会所 317 集会所 簡易防火建物
139 コミュニティセンター・公民館美甘コミュニティセンター 08-050-01_01 老人福祉施設 422 老人福祉施設簡易防火建物

2 01観光施設 1北房 北房ほたる公園 観光 北房ほたる公園条例 ほたるの保護活動を推進し、交流を通じて地域の活性化を図るため設置。 H５ 直営 存続 直営
自然環境の保護や観光資源としての活用等、地域の活性化と真庭市PRのため重要な施設であり、ほ
たる保護活動の拠点として直営管理を継続する。

3 01観光施設 1北房 北房紅葉公園 観光 北房紅葉公園条例 地域住民の健康増進と交流を通じて地域の振興を図るため設置。 Ｈ８ 直営 存続 直営
ダム湖畔の景勝地にあり、公園部分は頻繁に利用されている。もみじ植栽をしている山林部分につい
ては、今後の利活用等について引き続き検討することとし、当面は直営管理とする。

4 01観光施設 1北房 北房なかつい陣屋 観光 北房なかつい陣屋条例
自然の中で農山村を体験しながら人々の交流を促進し、あわせて地域振興を図るた
め、農村型リゾート施設を設置。

Ｈ９ 指定 存続 指定
自然の中で農山村を体験しながら人々の交流を促進し、あわせて地域振興を図るため農村型リゾート
施設として必要である。施設を管理するために立ち上げた団体により、健全な運営ができているため
旧菅野邸と一括で指定管理とする。

5 01観光施設 1北房 北房旧菅野邸 観光 北房旧菅野邸条例
地域の活性化を図るため、歴史的建築物を活用した民俗資料の展示及び観光休憩
施設とし、又地域住民の生涯学習及びコミュニティ施設として設置。

Ｈ９ 指定 存続 指定
歴史的建築物を活用した民俗資料の展示及び観光休憩施設として、また地域住民の生涯学習及びコ
ミュニティ施設として必要である。施設を管理するために立ち上げた団体により、健全な運営ができて
いるため、なかつい陣屋と一括で指定管理とする。

6 01観光施設 1北房 コスモスの里特産品ふれあいセンター 観光
コスモスの里特産品ふれあいセンター
条例

地域の観光情報の提供と農産物及び特産品の展示販売並びに地域活性化を図る
ため設置。

Ｈ１ 指定 存続 指定
高速道路の料金所に近く、地域の観光情報提供の場を兼ねた地域特産品の販売拠点として必要性
が高い。現行どおり指定管理とする。

7 01観光施設 3久世
余野農村型リゾート施設「高仙の里よの」・「高仙の
里よの　青木本家」

観光 高仙の里よの条例
都市住民との交流促進による地域社会の文化の向上及び市民の福祉の増進を図る
ため、農村型リゾート施設を設置。

Ｈ５ 指定 存続 指定
余野地区住民の活動の拠点として機能しており、建物の管理をはじめ、イベント開催等が住民のボラ
ンティア活動で行われており、引き続き地元運営団体による指定管理とする。

8 01観光施設 4勝山 神庭の滝自然公園 観光 真庭市神庭の滝自然公園条例
国指定の名勝神庭瀑（昭和5年）と付近一帯は県立自然公園に指定されている。昭
和33年から自然公園として入園料の徴収を行っており、園内に料金所、休憩所、公
衆便所などの施設を整備している。

Ｓ３２ 直営 存続 直営
国指定の名勝であり、県立自然公園に指定されているため、恒久的な維持管理が必要なため、現行
どおり直営による管理を継続する。

9 01観光施設 4勝山 真庭市交流体験施設「匠蔵」 観光 交流体験施設匠蔵条例
都市住民との交流促進による地域社会の文化の向上及び市民の福祉の増進を図る
ため、交流体験施設を設置。

Ｈ１７ 指定 存続 指定
文化の発信地、観光の核施設として数多くの事業を実施しており、新たな文化の情報発信と町並み保
存地区の品格向上、観光振興に寄与している。オープン時から指定管理制度による運営で成果を上
げており、現行どおり指定管理とする。

10 01観光施設 4勝山 勝山武家屋敷館 社会教育 歴史民俗資料館条例

旧渡辺邸は、昔のままの姿をとどめている唯一の勝山藩上級武士の住居で市の文
化財に指定されている。往時の武家の暮らしぶりを知ることができる貴重な建物とし
て昭和61年に修復し、土蔵には当時の暮らしぶりが伺える武具、衣類、古文書など
を展示し、武家屋敷館として保存、一般公開する。観光施設としての活用も目的の一
つとしている。

Ｓ６２ 直営 存続 指定
歴史的建造物として引き続き維持保存することが必要である。なお、現在郷土資料館の管理業務や
観光ボランティアを行っている勝山観光協会への指定管理移行も検討する。

11 01観光施設 4勝山 三浦邸 社会教育 旧勝山藩主三浦邸条例
真庭市内に存する重要な民族資料等を収集、保管展示して、一般に公開するととも
に、学術研究の資料に供し、もって地域文化の発展に寄与するために設置。

Ｈ４ 指定 存続 指定
歴史的建造物として引き続き維持保存することが必要である。また、食事処では地元の食材を利用し
た料理を提供して地産地消を推進し、地域の活性化と観光客誘致を図っている。このため、観光施設
として管理するため「旧勝山藩主三浦邸条例」に移管し、現行どおり指定管理とする。

No 施設区分 地区 現況施設名 条例分類 設置年度設置条例名
設置目的

（主な事業）
存廃等・管理形態の理由今後の方針 管理形態

固定資産台帳

ＤＢ

（１）施設情報データベース

（３）固定資産台帳データベース

（４）（仮称）公共建築物管理運営方針一覧表 （５）施設カルテ（カード形式）

データ更新

変換出力
変換出力

データ更新

（２）公共建築物点検結果
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将来 FM システム等が導入された場合には、同システムのデータベースで運用・管理することを

検討します。 

 

（２）公共建築物点検結果 

公共建築物点検結果は、公共建築物の自主点検結果を管理します。点検結果に基づく予算化など

の意思決定に必要な項目や、施設カルテとして公開する情報は、上記（１）施設情報データベース

に反映（データ更新）します。 

 

（３）固定資産台帳データベース 

固定資産台帳管理システムのデータベースは、公会計で必要とされる固定資産台帳を管理します。

管理項目の一つに施設情報データベースの施設 IDを持ち、上記（１）施設情報データベースとの関

連付けを維持します。固定資産台帳で更新された建物情報は、（１）施設情報データベースにも反

映（データ更新）します。 

将来は、公有財産台帳システムの情報と統合して一元管理することも検討します。 

 

（４）施設管理運営方針一覧表 

施設管理運営方針一覧表は、各施設の概要と除却・更新等を含む管理運営方針を表したもので、

全庁横断的に共有し、予算化等の意思決定をするための資料です。必要な情報は、上記（１）施設

情報データベースで管理することとし、（１）から自動作成します。 

 

（５）施設カルテ（カード形式） 

施設カルテは、公開用の公共建築物の情報で、上記（１）施設情報データベースから自動作成し

ます。 
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５ 公会計の利活用について 

（１）公会計利活用の仕組みづくりについて 

公共施設等の整備の結果について、現代世代の負担により形成された「純資産」と将来世代の負

担により形成される「地方債残高等（負債）」の割合を比較し、人口減少を踏まえた再投資ないし

更新維持にかかる負担について、世代間負担均衡が崩れないよう留意した取組みが必要です。 

このような財政シミュレーションの仕組みをつくり維持することは重要ですが、一方で、このこ

とを実現するためには、財務会計システム及び固定資産管理システムの改定や、庁内体制の整備も

必要です（図表 5.5.1 参照）。 

 

図表 5.5.1 公会計利活用の仕組みづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の構想を踏まえ、固定資産台帳をはじめとする公会計情報を活用し、実効性のある公共施設

等の維持管理（コスト削減等）のための予算編成につなげることを目的とした、次のような施策の

モデルづくりを検討します。 

① 会計伝票の整理：各課で入力された会計伝票を把握し、セグメント情報として必要な情報

を整理する。 

② 共通経費按分の仕組みの検討：費目ごとの共通経費按分のための仕組みを考案する。 

③ セグメント財務書類の作成：セグメント財務書類を作成する。 

④ 財政シミュレーション：セグメントベースでの中長期的な財務シミュレーションを行う。 

⑤ アニュアルリポートの作成準備：公会計のもとでの市民公表財務書類（アニュアルレポー

ト）を作成するためのプロセスを整理する。 

⑥ その他庁内への公会計情報の説明：庁内へのトライアル結果の報告など公会計情報の説明

を行う。 

 

これらの検討は、国の政策である公会計の有効活用による公共施設等のマネジメントに合致する

もので、今後、益々重要になってくると考えられます。 

 

  

財務書類４表

①貸借対照表

②行政コスト計算書

③純資産変動計算書

④資金収支計算書

①施設別行政コスト計算書

②事業別行政コスト計算書

③ライフサイクルコスト計算書

公共施設等総合管理計画

公共施設カルテ

人口等変動パラメータ

補助金・交付金の仮定

財政シミュレーション

ストック：貸借対照表

フロー：歳入・歳出

中長期財政計画

①既存資産更新必要額

②新規資産整備必要額

③維持管理必要額

意思決定

公共施設等が提供する機能

現役世代の負担（純資産）

将来世代の負担（地方債残高）

合意形成・予算編成・予算執行

庁内データベース

①総勘定元帳データ

②固定資産台帳データ等
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（２）公会計の利活用事例について 

■利活用事例 

「地方公会計の活用のあり方について（案）：平成 28年 8月（総務省）」より抜粋 
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６ 官民連携の解説 

（１）多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針 

国は、極めて厳しい財政状況の中で、効率的かつ効果的な公共施設等の整備等を進めるとともに、

新たな事業機会の創出や民間投資の喚起による経済成長を実現していくためには、公共施設等の整

備等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用していくことが重要であり、多様な PPP/PFI 

手法を拡大することが必要であるとし、地方公共団体が「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検

討するための指針」（平成 27 年 12 月 15 日民間資金等活用事業推進会議決定。以下「指針」

という。）を定めました。 

 

この指針の趣旨は、公共施設等の整備等に当たり、新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図

るとともに貴重な税金を効率的かつ効果的に使用することが大きな課題となっていることから、公

共施設等の整備等に当たっては、まずは PPP/PFI 手法の導入が適切かどうかを優先的に検討する

よう人口 20 万人以上の地方公共団体に対して要請を行ったものです。 

 

ただし、この重要性は、すべての地方公共団体について変わることはないため、人口 20 万人未

満の地方公共団体であっても同様の取組を行うことが望ましいものとしています。 

 

① 人口 20 万人以上の地方公共団体が対象。 

② 地域の実情を踏まえ、それぞれ管理する公共施設等について優先的検討規程を平成 28 年度

末までに定め、これに従って優先的検討を行う。 

③ 人口 20万人以上の地方公共団体が所管する公共法人も対象。 

④ 人口 20万人未満の地方公共団体 ⇒ 同様の取組を行うことが望ましい。 

 

本町においても、今後、投資的経費の大幅な縮減が余儀なくされています。従来の官主導の事業

から脱却し、幅広い官民連携手法の検討と効果的な導入が求められています。 

 

以上を踏まえて官民連携手法の概要、ポイントを整理します。  
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（２）官民連携手法について 

官民連携とは、PPP（Public Private Partnership）と呼ばれ、官民連携の包括的な概念で民間

事業者の関与度合いや資産保有形態によって幾つかの整備手法に分かれます。 

手法には、PFI（Private Finance Initiative）、包括的管理委託、指定管理者制度といった様々な

手法があり、また、それらの手法には民間事業者の関与度合いや資産保有形態によって幾つかの方

式に分かれます（図表 5.6.1 参照）。 

 

図表 5.6.1 官民連携手法 

官民連携手法 事業方式等 

PFI 

Private Finance 

Initiative 

民間資金による社会資本整備。民間の資金やノウハウを活用した社

会資本整備手法であり、次に示すような幾つかの事業方式がある。 

① BTO（Build Transfer Operate）方式：施設の整備を民間が行

い、施設整備後は所有権を行政へ移転し、民間が維持管理運営を

行う。 

② BOT（Build Operate Transfer）方式：施設の整備を民間が行

い、整備後は民間が施設を所有しつつ運営を行い、事業終了後に

所有権を行政に移転する。 

③ BOO（Build Own Operate）方式：施設の整備を民間が行い、

整備後は民間が施設を所有しつつ運営を行う。 

④ コンセッション方式：施設の所有権は行政が保有し、長期にわ

たって運営権を民間に提供することで民間事業者が施設の維持管

理運営を行う。 

PFIに類似する手法 

 ＰＦＩ法に基づかない手法（民法上の契約行為ではない。）で、民間

事業者に施設整備から公共サービスの提供を委ねる点で、ＰＦＩに類

似している。主にＤＢ方式とＤＢＯ方式の２種類の手法がある 

① ＤＢ（Design Build）方式：民間事業者に設計・建設を一括発

注・性能発注をする手法である。 

② ＤＢＯ（Design Build Operate）方式：民間事業者に設計・建

設・維持管理・運営等を長期契約とし、業務を一括発注・性能発

注する手法である。 

包括的管理委託 
地方公団体が行政責任を果たすために必要な監督権等を留保した上

で、その業務を包括的に民間（個人も含む）に委託する制度である。 

指定管理者制度 
公共施設の管理・運営を民間企業や NPO に包括的に代行させる制度

である。 

民設公営 
民間事業者が施設の設計・建設等を行い、行政が維持管理・運営等を行

う手法である。 

 

（３）官民連携手法の選定について 

官民連携手法を導入するメリットは、行政と民間で適切なリスク分担が行えること、民間の資金

調達やノウハウを活用することで低廉かつ質の高い行政サービスの提供、それに伴う行政の財政負

担の軽減、地域事業者の参画による地域経済の活性化があげられます。そのため、行政が実施する

事業に適した手法の選択を基本計画策定段階から模索することは、上記に挙げた官民連携手法のメ

リットを最大限に発揮するために極めて重要です。 
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官民連携手法を検討する際は、一般的には導入可能性調査を行い、官民連携事業の実施の可否を

決定します。官民連携事業においては、事業に参画する事業者の有無が事業成立の大きな要因とな

るため、導入可能性調査によって、自治体の状況や事業者の参画意欲に基づく事業スキームを構築

します（図表 5.6.2 参照）。 

 

図表 5.6.2 導入可能性調査の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その際、事業の基本的条件を基に、リスク分担・資金調達・LCC（ライフサイクルコスト）・民

間事業者の参画意欲等の様々な条件をフィルターにして比較しながら、事業に適した事業方式の検

討を行う必要があります（図表 5.6.3 参照）。 

  

前提条件の整理 
既存施設や周辺環境、関係する法律や制度、自治体の既存計画等

による方向性等を整理する。 

市場調査 

前提条件を基に、地域内・外の事業者やNPO団体、関連団体へ

のヒアリングを行い、事業への参画意欲を確認する。場合によっ

ては、住民ワークショップ等も行い、自治体の取組みに対する住

民の意見を確認し、まちづくりへの参画意識を醸成する。 

官民連携手法の 

事業スキームの検討 

前提条件の整理、市場調査の結果を基に、当該自治体に適した事

業スキームを構築する。 

官民連携手法の 

事業スキームの決定 

構築した事業スキームにおいて、定性的評価と定量的評価の両方

を確認し、官民連携手法の事業スキームを採用するか決定する。 
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図表 5.6.3 官民連携手法検討フィルター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官民連携手法の検討において、もう一つ重要な点としては VFM（Value For Money）の考え方

です。VFMとは、公共施設の建設、維持管理、運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活

用することにより、同一水準のサービスをより安く（定量的評価）、または、同一価格でより上質

のサービスを提供する（定性的評価）考え方です。 

ここで、定量的な評価のみを重視してしまった場合、本来の官民連携事業で期待する効果である

民間の技術力や経営力等のノウハウや資金力といった、民間の活力を十分に活かした民間の創意工

夫による良質な行政サービス創出の視点が軽視されてしまうことが懸念されます。そこで、民間の

創意工夫を最大限に発揮するために定性的な視点を加えて VFM を評価することにより民間の創意

工夫を評価できるため、官民連携事業の本来の目的である民間活力の導入による良質な行政サービ

スの創出が期待できます（図表 5.6.4 参照）。 

 

図表 5.6.4 VFMの考え方 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＰＳＣ（Public Sector comparator）：公共自らが実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額

の現在価値。提案されたＰＦＩ事業が従来型の公共事業に比べ、ＶＦＭが得られるかの評価を行う際に使用される。 
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７ 用語の解説 

 

【い】 

■依存財源 

国や県により定められたり、割り当てられたりする補助金・交付金のほか、地方公共団体が実施

する建設事業に充当するために借り入れる長期借入金などを指す。依存財源には、地方交付税、国

庫支出金、都道府県支出金、地方譲与税及び地方債が含まれる。 

 

■一般会計 

地方公共団体の会計の中心をなすもの。特別会計で計上される以外のすべての経費は一般会計で

処理される。 

 

■一般財源 

地方公共団体の歳入のうち、使途が特定されず、どのような経費にも使用できるもの。地方税、

地方譲与税、地方特例交付金等及び地方交付税の合計額。なお、これらのほか、都道府県から交付

を受ける利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利

用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金を加算した額をいう。 

 

■インフラ資産 

一般的に生活や産業の基盤として整備される施設としてのインフラのうち、道路、橋りょう、上

水道及び下水道のこと。なお、上水道及び下水道については、管渠に加えて処理施設等も含めてい

る。 

 

【き】 

■義務的経費 

地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できない経費。歳出のうち経常

的経費とされている人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、公債費の 6費目は広い意味

ではすべて義務的経費に含まれるが、中でも人件費、扶助費、公債費の 3つの費目が狭い意味での

義務的経費とされる。義務的経費の割合が高いと、その地方公共団体は他の任意の事業を実施しに

くくなり、一般的に財政が硬直化しているといわれる。 

 

■供給処理施設 

上水、ガス、電力等の供給、下水、ごみ処理など都市の生活に必要な循環機能、エネルギー供給

に係わる施設の総称。電力供給施設、ガス供給施設、上下水道、ゴミ処理場、地域冷暖房施設など

がある。このうちの配管、ケーブル、共同溝等の総称が供給処理管路。 

 

【こ】 

■公営企業資金不足比率 

公立病院や下水道などの公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比

較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの 
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【し】 

■将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体の財政

規模に対する割合で表したもの。 

 

■自主財源 

地方公共団体が自主的に収入しうる財源をいう。地方税、分担金及び負担金、使用料、手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入がこれに該当する。自主財源の割合が高いことは、

その使途決定が自主的に行いうる状況を指しており、地方公共団体にとって、一般的に自主財源の

割合が高いことが望ましい。 

 

■実質赤字比率 

地方公共団体の最も主要な会計である一般会計等に生じている赤字の大きさを、その地方公共団

体の財政規模に対する割合で表したもの。 

 

■実質公債費比率  

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模

に対する割合で表したもの。 

 

【せ】 

■セグメント分析 

組織別・事業別・施設別など業務改善の着目点毎に行政コスト計算書等を作成し、業務改善を行っ  

ていくための分析手法。 

 

【た】 

■耐用年数 

減価償却の対象となる資産において利用が可能な年数のこと。また、減価償却資産を適正に費用

配分するための年数のこと。 

 

【ち】 

■地方交付税 

全国の住民が、都会でも田舎でも等しい行政サービスを受けられるよう、それに必要となる費用

を、国が各地方公共団体に配分するもの。国税である所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税の

一定割合を財源とすることが定められている。本来は地方固有の自主財源と言えるが、配分の過程

における国の関与が大きいので、依存財源とされる。一般的に、財政的に豊かな団体には薄く、財

政的に厳しい団体には厚く配分される。 
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【と】 

■投資的経費 

その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される経

費のこと。生産的経費ともいわれ、これに分類できる性質別経費としては、普通建設事業費、災害

復旧事業費があげられる。 

 

■特別会計 

特別会計は一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理される会計。

料金収入を主な財源としている公営企業会計、法律で特別会計の設置が義務付けられている国民健

康保険事業会計、介護保険事業会計などが特別会計として設けられている。 

 

【ふ】 

■普通会計 

個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の統一的な掌握及び比較

が困難であることから、地方財政状況調査上便宜的に用いられる会計区分。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律における実質公債費比率等の対象となる「一般会計等」

とほぼ同様の会計の範囲である。 

 

■普通建設事業費 

地方公共団体の歳出のうち、性質別分類の際に使用される支出要素の一つ。道路、橋りょう、学

校、庁舎等の公共施設の新増築等の建設事業に要する経費で、その支出の効果が将来に残ることか

ら投資的経費と呼ばれる。 

 

【ま】 

■マネジメントサイクル 

計画（plan）、実行（do）、評価（check）、改善（act）のプロセスを順に実施し、最後の act

では check の結果から、最初の plan の内容を見直し、次回の plan に結び付け、継続的な業務改

善活動などを推進するサイクルのこと。 

 

【ら】 

■ライフサイクルコスト 

建物のライフサイクル全体にわたって発生する費用のこと。建設費から、光熱水費、点検・保守

などの維持管理費用、更新費用、解体処分費や税金・保険費用まで含んでいる。 

 

【れ】 

■連結実質赤字比率 

公立病院や下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤字の大きさを、

財政規模に対する割合で表したもの。 
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【F】 

■FM（Facility Management：ファシリティマネジメント） 

アメリカで生まれた経営管理方式で、本来は企業や団体が、その財産（土地、建物、設備、工作

物等とそれらに関わる様々な環境）を最適な状態（最小のコストで最大の効用を得る状態）で保有、

運営、維持、活用するための総合的な管理手法のこと。 

 

【P】 

■PFI（Private Finance Initiative の略） 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用することで、

効率化やサービスの向上を図る公共事業の手法。 

 

■PPP（Public Private Partnership の略） 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノウハウを

活用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 

 

【Z】 

■ZEB（Net Zero Energy Buildinｇ：ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略） 

 快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすること 

を目指した建物のこと。 

 


